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第第１１章章  「「第第２２次次推推進進ププラランン」」のの策策定定ににつついいてて  

 

１ 自治推進委員会について 

 

 自治推進委員会は、平成 17 年４月に施行された「川崎市自治基本条例」（以下「自 

治基本条例」という。）第３３条に基づき、自治運営の基本原則である「情報共有」 

「参加」及び「協働」の原則に基づく制度等の在り方について調査審議することを 

目的に設置された委員会です。 

  委員会では、条例で示された基本理念や諸原則から市政全体を横断的に見渡して 

 運営状況を確認するとともに、いくつかの条文に関連する具体的な制度や施策の現 

状と課題について調査審議し、提言にまとめています。 

  第１期の自治推進委員会（任期：平成 19 年 2 月～２０年３月）では、自治運営 

 の基本原則の１つである「情報共有」をメインテーマとするとともに、「協働のまち 

 づくり」、「区民会議」などについて調査審議を行い、その結果を「市民自治の推進 

に向けた１０の提言」として取りまとめました。 

 また、第２期の自治推進委員会（任期：平成２０年１１月～２２年３月）では、 

第１期委員会の調査審議を踏まえ、「参加」「協働」をメインテーマとして、参加・ 

協働に関する制度の概要を確認し、具体的な事例を通して参加・協働がどのように 

取り入れられているかについて調査審議を行い、「参加と協働の推進に向けた８の提 

言」として取りまとめました。 

 

【自治基本条例抜粋】 

 
 
 
 

 
 

 

 【自治運営の基本原則と自治推進委員会の審議テーマ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 節 自治運営の制度等の在り方についての調査審議 

第 33 条 市における自治の拡充推進を図り、暮らしやすい地域社会の実現に寄与

するため、市民及び学識経験を有する者を委員とする審議会等を設けて、自治運

営の基本原則に基づく制度等の在り方について調査審議します。  

情報共有の原則 参加の原則 協働の原則

市民自治の推進に向けた
１０の提言

参加と協働の推進に向けた
８の提言

（第１期委員会メインテーマ） （第２期委員会メインテーマ）

・自治基本条例に基づく取組状況

・自治推進委員会提言に対する取組状況

・メインテーマに関する制度等の運営状況、事例検討

自治推進委員会の

調査審議内容

自治運営の基本原則
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2 提言の具現化について 

 

 本市では、まちづくりの基本目標である「誰もがいきいきと心豊かに暮らせる持 

続可能な市民都市かわさき」の実現に向け、「新総合計画『川崎再生フロンティアプ 

ラン』の着実な推進」「行財政改革プランの推進」とともに「自治基本条例に基づ 

 く市民本位のまちづくり」を市政運営の３本柱として取り組んでいます。 

 自治基本条例が施行されて５年余りが経過し、市民参加や協働のための環境は整 

いつつありますが、条例については市民に十分に浸透しているとはいえません。 

  平成２１年度に実施した「かわさき市民アンケート」では、自治基本条例を「知 

 っている」との回答は１５．２パーセントとなっており 1、引き続き様々な機会を捉 

 えた条例の周知や、条例の理念を踏まえた取組の推進が必要です。 

第 2 期委員会においては、市民自治がどの程度条例の理念に沿って推進されてい 

るかなどについて、第三者的立場から自治運営の全体を俯瞰的に調査審議するとと 

もに、第１期委員会の提言がどのように市の取組に反映されているかの状況を把握 

するため、第 1 期委員会の提言を受けて策定した「市民自治の推進に向けた１０の 

提言推進プラン」（平成２０年１１月策定、以下「１０の提言推進プラン」という。） 

の取組状況を調査しました。 

 その結果、提言に基づく取組は着実に進んでいると考えます（6～9 ページ参照）。 

 

 自治基本条例に基づく諸制度や、区役所の機能強化など、活力ある地域社会づく 

りのための枠組みは、これまでの取組により整いつつあります。 

 今後は、地域での着実な実践を積み重ねていく段階として、これまで整備を進め 

てきた枠組み等を活用しながら、参加と協働による市民本位のまちづくりの実現に 

向けて、自治推進の取組を進めていく必要があります。 

  市民自治を確立するためには、市民が主役で進めていくことが基本と考えますが、 

市政運営への参加や協働を広げるためには、行政における取組をさらに推進する必 

要があります。とりわけ職員は、市民とともに自治を運営する者としての認識に立 

ち、条例の趣旨を理解、尊重することが求められることから、自治推進委員会の提 

言を尊重し、それぞれの立場で提言の具現化に努めていく必要があると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 平 成 21 年 11 月 に市 民 3,000 人を対 象 とし て実 施し た「か わさ き 市民 アン ケー ト」に おけ る「『 川崎 市自 治 基

本条 例』 を知 っ てい ます か 」と いう 質問 に 対す る回 答 は、「内 容 まで よく 知っ て い る」は 0.4%、 どの よう な もの

か、あ る程 度 知っ てい る」は 3.4%、と いう 結 果で あり 、この ２つ に「 名称 は 知っ て いる」11.4%を 合わ せた「 知

って いる 」は 15.2%でし た 。な お、「 知ら ない 」は 82.2％で した 。              
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3 「第 2 次推進プラン」の策定について 

 

  第 1 期及び第 2 期委員会の提言の内容は、各局区の様々な事務事業に関連してお 

 り、提言の具現化に向けた取組は、全庁的に課題を共有化し、連携、調整を図ると 

ともに、計画的、継続的に取り組む必要があります。 

本プランの策定にあたっては、平成２２年６月に「第１期委員会の提言に基づく 

推進プランの進捗状況」及び「第２期委員会の提言に基づく取組状況」について調 

査を実施しました。また、調査結果に基づき、関係課へのヒアリング調査も併せて 

行いました。 

  この調査結果を踏まえ、第 1 期及び第 2 期委員会の提言内容を、自治運営の３つ 

 の基本原則である「情報共有」「参加」「協働」と、３つの原則すべてにかかわる「総 

 合的な自治の醸成」「区民会議の充実」の５つの柱に整理し、「川崎市自治推進委員 

 会の提言に基づく市民自治の推進に向けた第 2 次推進プラン」（以下「第２次推進プ 

 ラン」という。）として新たに策定し、着実に市民自治推進の取組を進めていくこと 

 としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第第 １１ 期期 川川 崎崎 市市 自自 治治 推推 進進 委委 員員 会会   

市市 民民 自自 治治 のの 推推 進進 にに 向向 けけ たた 1100 のの 提提 言言 推推 進進 ププ ララ ンン   

第１期自治推進 委員会 

「市民自治の推 進に向け た 10 の提言」
①自 治に 向き 合 う職 員の 育 成 

②自 治意 識の 醸 成 

③協 働実 践の 共 有 

④協 働推 進施 策 の整 備 

⑤政 策形 成過 程 の情 報共 有 の推 進 

⑥ タ ー ゲ ッ ト を 見 据 え た 情 報 発 信 の 手 法 等 の 構 築  

⑦情 報コ ンシ ェ ルジ ュ機 能 の充 実 

⑧区 民会 議の 情 報発 信の 推 進 

⑨区 民会 議と 関 係団 体と の 連携 の推 進 

⑩各 区区 民会 議 の交 流の 推 進 

第２期自治推進 委員会 

「参加 と協働の推進 に向けた８の 提言」  
 ①「 参 加 の ス タ ン ダ ー ド 」に 基 づ く 市 民 参 加 の 拡 充

 ② 新し い参 加 手法 の検 討  

 ③ 地域 の意 見 を反 映で き る参 加の 組み 立 て 

 ④ より 開か れ た区 民会 議  

 ⑤ 多様 な参 加 機会 の拡 充  

 ⑥ 参加 をコ ー ディ ネー ト する 行政 職員 の 育成 

 ⑦ 市民 活動 団 体以 外に も 「６ つの 協働 の 原則 」

    を適 用 

 ⑧ CSR を踏 ま えた 事業 者 との 協働 の推 進 

(H20.5) 

(H22.3)

(H20.11) 

川川 崎崎 市市 自自 治治 推推 進進 委委 員員 会会 のの 提提 言言 にに 基基 づづ くく   市市 民民 自自 治治 のの 推推 進進 にに 向向 けけ たた 第第 22 次次 推推 進進 ププ ララ ンン（（ 案案 ））

      各 局 区 へ の 調 査 ・ ヒ ア リ ン グ を も と に 再 構 成

Ⅰ　総合的な自治の醸成

取組１　自治に向き合う職員の育成

取組２　自治意識の醸成

Ⅱ　情報共有の推進

取組３　政策形成過程の情報共有の実践

取組４　ターゲットを見据えた情報発信の手法等の構築

取組５　情報コンシェルジュ機能の充実

Ⅲ　市民参加の拡充

取組６　質の高い市民参加機会の拡充

Ⅳ　協働のまちづくり

取組７　協働実践の共有

取組８　協働推進施策の推進

取組９　事業者等との協働の推進

Ⅴ　区民会議の充実

取組１０　区民会議の情報発信の推進

取組１１　区民会議と関係団体との連携の推進

取組１２　開かれた区民会議の推進

(H22.11) 
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【第 1 期・第 2 期自治推進委員会の提言と「第 2 次推進プラン」の取組項目との関係】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 期自 治 推進 委員 会 

「市 民自 治の 推 進に 向け た  

 １ ０の 提言 」 

 

第２ 期自 治推 進 委員 会 

「参 加と 協働 の 推進 に向 け た 

 ８ の提 言」 

 

Ⅰ 総合的な
　　自治の醸成

取組１　自治に向き合う職員の育成

取組２　自治意識の醸成

Ⅱ　情報共有の
　　 推進

取組３　政策形成過程の情報共有の実践

取組４　ターゲットを見据えた情報発信の
　　　　手法等の構築

取組５　情報コンシェルジュ機能の充実

Ⅲ 市民参加の
    拡充

取組６　質の高い市民参加機会の拡充

Ⅳ 協働の
    まちづくり

取組７　協働実践の共有

取組８　協働推進施策の推進

取組９　事業者等との協働の推進

Ⅴ　区民会議の
    充実

取組１０　区民会議の情報発信の推進

取組１１　区民会議と関係団体との連携の推進

取組１２　開かれた区民会議の推進

提言③：協働実践の共有
提言④：協働推進施策の整備

提言①：自治に向き合う職員の醸成
提言②：自治意識の醸成

提言⑤：政策形成過程の情報共有の推進
提言⑥：ターゲットを見据えた情報発信の手法等の構築
提言⑦：情報コンシェルジュ機能の充実

提言①：「参加のスタンダード」に基づく市民参加の拡充
提言②：新しい参加手法の検討
提言③：地域の意見を反映できる参加の組み立て
提言⑤：多様な参加機会の拡充

提言⑧：区民会議の情報発信の推進
提言⑨：区民会議と関係団体との連携の推進
提言⑩：各区区民会議の交流の推進

提言⑥：参加をコーディネートする行政職員の育成

第１期
委員会

第２期

委員会

第１期

委員会

第２期

委員会

提言⑦：市民活動団体以外にも「６つの協働の原則」を適用
提言⑧：ＣＳＲを踏まえた事業者との協働の推進

第１期

委員会

第２期

委員会

提言④：より開かれた区民会議

第１期

委員会

第２期

委員会
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4 「第 2 次推進プラン」の推進にあたって 

 

  第 1 期及び第 2 期自治推進委員会の提言の具現化に向けた取組は、全庁的に行う 

 必要があることから、今後、市民自治の推進に向け、「第２次推進プラン」の内容に 

 ついて、庁内横断的な会議等を活用して、周知を図っていきます。 

  また、本プランに掲載した取組項目の進捗状況については、新総合計画の実行計 

 画の進行管理ツールである「川崎再生ＡＣＴＩＯＮシステム（事務事業総点検及び 

 施策評価）」を活用するとともに、進捗状況の調査を行い、効率的で着実な進捗状況 

 の把握に務め、市民自治の推進に向けた取組を進めていきます。 

 本プランの計画期間については、「川崎再生ＡＣＴＩＯＮシステム」を活用するこ 

とから、第３期実行計画期間（平成 23～25 年度）とし、総合企画局自治政策部に 

おいて進行管理を行うこととします。 

 

【第２次推進プランの進行管理】 
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第第２２章章  第第１１期期自自治治推推進進委委員員会会かかららのの提提言言にに基基づづくく  

            「「１１００のの提提言言推推進進ププラランン」」のの取取組組状状況況  
  
 第１期自治推進委員会からの提言が、その後どのように市の取組に反映されている 

かを把握するため、主に平成２０年度及び２１年度における取組状況を調査しました。 

 その結果、第１期委員会の提言に基づく取組が着実に進んでいることが確認されま 

した。各提言を受けた取組状況は次のとおりです。 

 
総合的な自治の醸成 

 

提言１  自治に向き合う職員の育成 

取組目標 自治に向き合う職員を育成する 

取組内容 ●第 2 次局別人材育成計画の策定 

●人材育成基本計画の周知 

 階層別研修、評価者研修 

●自治基本条例に関する研修を実施 

 新規採用職員研修、若手職員研修 

●ＮＰＯ法人への派遣研修を実施 

取組結果 ●階層別研修や NPO 法人への派遣研修など様々な機会を通じて、自治に向き合

 う職員の育成に努めた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提言２  自治意識の醸成 

取組目標 市民の自治意識の醸成を図る 

取組内容 ●自治基本条例の周知 

 自治基本条例パンフレットの改訂 

 自治基本条例ＤＶＤの制作 

 市民アンケートの実施（区民会議・自治基本条例） 

●自治の取組を考えるきっかけづくり 

 「 市 民 自 治 創 造 ・ か わ さ き フ ォ ー ラ ム 」及び「 か わ さ き 自 治 推 進 フ ォ ー ラ ム 」 を開催

●子どもの自治意識を育む環境整備 

 自治基本条例キッズページの開設 

取組結果 

 

 

●自治基本条例パンフレットを活用するとともに「かわさき自治推進フォーラ 

 ム」など様々な機会を通じて、市民の自治意識の醸成を図った 

 

 

 

 

 

 

（主な実績） 

○平成 21 年 3 月、第 2 次局別人材育成計画を策定 

○階層別研修(新規採用職員、中堅職員、技能・業務職員)、評価者研修において 

 人材育成基本計画を周知 （平成 21 年度、合計 3,737 人） 

○自治基本条例に関する研修を実施 

新規採用職員研修「協働のまちづくり」参加 421 人 

若手職員研修「自治に向き合う職員とは」参加 179 人 

○市職員のＮＰＯ法人への派遣研修を実施 

 平成 20 年度 6 団体 7 人派遣、平成 21 年度 5 団体 9 人派遣 

（主な実績） 

○自治基本条例パンフレットを市内町内会・自治会を通じて全戸回覧 

 （平成２１年度、671 カ所） 

○市民アンケートの実施（区民会議：平成 20 年度、自治基本条例：平成２１年度）

 区民会議の認知度 19.5%、自治基本条例の認知度 15.2% 

○「かわさき自治推進フォーラム 2010」（平成２１年度、参加 743 人） 
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協働のまちづくり 

 

提言３  協働実践の共有 

取組目標 協働型事業の取組を推進する 

取組内容 ●協働型事業の実施 

市民活動団体との協働型事業を実施、事例集を作成、ホームページに掲載 

●協働型事業のルールに関する説明会 

 市民向け説明会、職員向け説明会を開催 

取組結果 ●市民説明会などを通じて協働型事業のルールの周知を図り、市民活動団体との

 協働型事業の取組を推進した 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提言４  協働推進施策の整備 

取組目標 協働の推進を図るための施策を整備する 

取組内容 ●協働推進窓口の設置 

●各区市民活動支援コーナーの充実 

●協働型の市民提案型事業を実施 

取組結果 ●市民との協働の推進を図るため、協働推進窓口を設置するなど、様々な施策を

整備した 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（主な実績） 

○市民活動団体との協働型事業を実施 

平成 20 年度 86 事業、平成 21 年度 87 事業 

○協働型事業のルールに関する説明会 

平成 20 年度 

市民説明会 2 回開催 34 人参加、職員説明会 2 回開催 65 人参加 

平成 21 年度 

市民説明会 5 回開催 72 人参加、職員説明会 2 回開催 56 人参加 

（主な実績） 

○平成 20 年 7 月、市民・こども局に「協働推進窓口」を設置 

○ 市 民 ・ 利 用 団 体 の 意 見 を も と に 、 各 区市 民 活 動 支 援 コ ー ナ ー の 設 備 等 の 機 能 拡

充を図った 

○平成 21 年度から全ての区において、市民提案型事業を実施 

自治 基本 条例 DVD の 制作 

    （平 成 21 年 度） 
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情報共有 

 

提言５  政策形成過程の情報共有の推進 

取組目標 政策形成過程における情報提供を推進する 

取組内容 ●重要な政策課題の説明会 

 タウンミーティングの開催 

●パブリックコメント手続制度の庁内周知 

 庁内研修会の実施 

取組結果 ●各局区において、個々の事業を進める過程で、それぞれの事案にあった時期・

手法を考慮しながら、政策形成過程における情報共有を図った 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提言６  ターゲットを見据えた情報発信の手法等の構築 

取組目標 各種広報媒体の特性を活かした情報発信を進める 

取組内容 ●各種情報媒体の特性を活かした戦略的な情報発信 

 市政だより、ホームページ、タウン誌、フリーペーパー、民間情報誌、テレ 

ビ、ラジオ、河川情報掲示板などの広報媒体を活用 

取組結果 ●各種広報媒体の特性を活かし、必要な人に必要な情報が届くように戦略的な情

報発信を展開した 

 

 

 

 

 

 

 

 

提言７  情報コンシェルジュ機能の充実 

取組目標 市政情報を分かりやすく提供する案内機能を整備する 

取組内容 ●ホームページの機能強化に向けた検討 

●総合コンタクトセンターの周知 

●ＦＡＱの充実 

取組結果 ●ホームページにおいて新しい検索システムの導入に向けた検討を行った 

●総合コンタクトセンターに「情報コンシェルジュ」の機能を持たせるようＦＡ

Ｑの充実を図った 

 

 

 

 

 

 

 

（主な実績） 

○タウンミーティングの開催 

平成 20 年度 CC か わ さ き 環 境 ミ ー テ ィ ン グ  3 回開催 560 人参加 

平成 21 年度 CC か わ さ き 環 境 ミ ー テ ィ ン グ  3 回開催 580 人参加 

○パブリックコメント手続制度の庁内周知 

庁内研修会の実施 平成 21 年度 2 回実施 107 人参加 

○パブリックコメント手続運営状況 

平成 20 年度:54 件、意見数 3,239 件  

平成 21 年度:45 件、意見数 2,251 件 

（主な実績） 

○インターネットを通じた戦略的情報発信（主なもの） 

外 国 人 市 民 向 け メ ル マ ガ 「 イ ン タ ー コ ム か わ さ き く 」（ 川 崎 区 、 平 成 21 年 度 創 刊 ）  

高 齢 者 向 け 「 ま す ま す 元 気 な か は ら 」（ 中 原 区 、 平 成 22 年 度 開 設 ）  

こ ど も 向 け 「 な か は ら っ こ ひ ろ ば 」（ 中 原 区 ・ 教 育 委 員 会 、 平 成 21 年 度 開 設 ）  

メ ル マ ガ 「 か わ さ き の 農 業 」（ 経 済 労 働 局 、 平 成 20 年 度 創 刊 ）  

イ ン タ ー ネ ッ ト 議 会 中 継 の 区 役 所 モ ニ タ ー へ の 配 信 （ 議 会 局 、 平 成 20 年 度 開 始 ）  

（主な実績） 

○ホームページの機能強化に向けて、ユーザビリティ向上のための検索機能の充実

 とアクセシビリティ向上のための専用ソフト導入に向けた検討を実施 

○サンキューコールかわさきの問い合わせ件数 

 平成 20 年度:33,591 件、平成 21 年度:39,310 件 

○ＦＡＱの充実 

 平成 20 年度:1,815 件、平成 21 年度:1,874 件 
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区民会議 

 

提言８  区民会議の情報発信の推進 

取組目標 区民会議の取組を発信することにより、区民と区民会議との情報共有を図る 

取組内容 ●多様な広報媒体を活用して区民会議の取組を発信 

市政だより、ホームページ、区民会議だより、フォーラムの開催等 

●区の地域特性に合わせた広報の展開 

団体推薦委員の出身母体を活用した周知、地域ポータルサイトの活用、 

出前フォーラムの開催等 

取組結果 ●「区民会議ニュース」など様々な広報媒体を活用し、区民と区民会議との情報

共有を図った 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提言９  区民会議と関係団体との連携の推進 

取組目標 地域課題の解決に向け、関係団体との連携や取組を推進する 

取組内容 ●地域課題の解決策に向け、区民会議委員の出身母体など様々な団体が連携して

解決にあたれるよう事務局がコーディネート機能を果たす 

取組結果 ●区民会議で調査審議した地域課題の解決に向け、区民会議委員の出身母体など

様々な団体が連携して課題解決にあたった 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提言 10 各区区民会議の交流の推進 

取組目標 区民会議委員同士の情報交換や連携など交流を推進する 

取組内容 ●各区区民会議委員が互いの取組状況、運営方法、課題等について意見・情報交

換を行い、相互の連携を深めるための「区民会議交流会」を実施する 

取組結果 ●各区区民会議委員同士の交流、連携を図る「区民会議交流会」を実施した 

 

 

 

 

（主な実績） 

○区内のイベント等で区民会議の取組を報告(川崎区・中原区) 

○地域団体会合での報告(高津区) 

○イベント等で広報用チラシの配布(高津区) 

○出前報告会（フォーラム）の実施(高津区ほか) 

○提言の内容を区役所１階に展示(多摩区) 

○「区民会議ニュース」など広報誌を全ての町内会・自治会で回覧(川崎区、中原

 区、高津区、宮前区、麻生区) 

（主な実績） 

○平成 21 年度 区民会議交流会を実施(中原市民館) 

各区区民会議委員(各 3 人)が参加し、「地域課題の把握方法」「区民会議提言の実

現」「第 3 期区民会議に向けて」をテーマに意見交換を行った。 

（主な実績） 

○「環境の広場展」の開催(川崎区) 

○区内 23 カ所の避難所で避難所運営会議を順次立ち上げ、効果的な運営体制づく

りを進めた。(幸区) 

○放置自転車対策の実施(中原区) 

○「防災座談会」の開催(高津区) 

○公園体操の参加者拡大(宮前区) 

○「こどもの外遊び事業」の実施(多摩区) 

○川崎・しんゆり芸術祭の開催に伴う「美化清掃活動」の実施(麻生区) 
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第第３３章章  「「第第２２次次推推進進ププラランン」」のの取取組組方方向向  
  
 

 

取組１ 自治に向き合う職員の育成 

 

 

(1) 提言内容 

  《第１期委員会 提言１ 自治に向き合う職員の育成》 

  市が自治基本条例の理念に基づき様々な施策を効果的に展開していくためには、 

 職員一人ひとりがその理念を十分に理解し、“市民自治に向き合う職員”としての基 

 本的な考え方やスキルを身につけることが求められています。こうしたことから、 

座学研修に加えて、ＯＪＴ（職場研修）による実践の場を活用した人材育成に取り 

組むことや、区役所をはじめとした市民との協働の第一線の部署に配属することな 

どについて提言がありました。 

 

《第２期委員会 提言６ 参加をコーディネートする行政職員の育成》 

  市民ニーズをくみ取りつつ実現性の高い計画等を策定するためには、参加の場での 

 市民意見を調整し会議運営を円滑に進めるファシリテート能力と、どのような場合 

 にどのような参加が必要なのかを適切に判断し、参加の手続や場を企画・設計する 

 とともに、参加の結果を施策等へ反映するコーディネート能力を備えた職員を育成 

 する必要があります。そのためには、職員が参加の場における経験を積む機会を得 

 られるよう、区役所をはじめとした参加の現場への配属を引き続き積極的に実施す 

 ることや、参加の場の企画・運営を担えるような研修プログラムの充実を図ること、 

 さらに、参加プロセスの組み立て、参加に係る会議運営・委員構成、市民意見の反 

 映方法などの経験知をなるべく形で表すなど、参加の場でのノウハウを継承し、組 

 織間で共有していくような取組の必要性について提言がありました。 

 

(2) これまでの取組 

  平成 19 年 6 月に、第 2 次人材育成基本計画を策定し、「市民との協働の担い手と 

 なる職員」をめざすべき職員像の一つとして掲げるとともに、平成 21 年 3 月には 

 第２次局別人材育成計画を策定し、実践の場を通じた人材育成を中心に、総務局人 

 材育成課や外部研修機関における市民自治や市民活動に関連する研修の実施や派遣

など、各々の計画に基づく取組を進めてきました。 

 また、総務局人材育成課では、市民自治や市民活動をテーマとした研修や自治の 

担い手として必要となるスキルを身につける特別研修等、市民自治にかかわる研修 

を実施してきました 2。 

                                                   
2 階 層 別 研 修 （ 新 規 採 用 職 員 研 修 、 若 手 職 員 研 修 等 ） に お け る 市 民 自 治 や 市 民 活 動 を テ ー マ と し た 研 修 や 、 特 別

研修（ 平成 21 年 度：スキ ル アッ プ研 修「フ ァ シリ テー ショ ンと 協働 力 」）、市 民活 動団 体代 表者 等 を講 師と し た研

修（ 平 成 21 年 度： 新 規採 用職 員研 修、 若 手職 員研 修 ）、NPO 法人 へ の派 遣研 修（ 平成 20 年 度： 6 団 体 へ 7 人、

平 成 21 年 度 ：5 団体 へ 9 人派 遣） など が あり ます 。 また 、市 町村 研 修セ ンタ ー が実 施す る研 修 への 派遣 （ 平成

21 年度：「 住民 と の協 働」） も実 施し まし た 。 

Ⅰ 総合的な自治の醸成  
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(3) 今後の取組 

  今後、改訂が予定されている人材育成基本計画及び局別人材育成計画に基づき、

引き続き、職場が基点となる実践の場を活用した人材育成を進めるとともに、参加

の場でのノウハウを継承し、組織間で共有していく取組を行います。 

  また、引き続き総務局人材育成課では、市民自治にかかわるテーマを設定した研 

 修の充実を図り、自治に向き合う職員の育成に取り組むとともに、各局区において

は、総務局人材育成課や外部研修機関が行う研修への派遣を行います。 

 

【具体的取組】 

取組内容 

【事務事業コード】 
取組の概要・方向性 所管局区

人材育成基本計画の取組 

     

【81108015】 

あ ら ゆ る 機 会 を 活 用 し て ｢め ざす べ き 職 員 像 ｣等 の 周 知 を 図
り、人材育成を着実に推進します。 
【具体的な取組】 

●第 2 次川崎市人材育成基本計画に基づく人材育成の推進

●次期川崎市人材育成基本計画の策定（H23 年度） 

●次期川崎市人材育成基本計画に基づく人材育成の推進 

● 階 層 別 研 修 や 評 価 者 研 修 等に お け る め ざ す べ き 職 員 像 の

周知 

総務局 

局別人材育成計画の取組 

 

 

 

 

各 局 に お い て 人 材 育 成 計 画 に基 づ き 、 き め 細 や か な 人 材 育
成を推進します。 
【具体的な取組】 

●次期局別人材育成基本計画の策定（H2４年度） 

●次期局別人材育成基本計画に基づく人材育成の推進 

各局区 

研修による人材育成 

 

【81109010】 

自 治 基 本 条 例 の 理 念 を 踏 ま えた 多 様 な 研 修 メ ニ ュ ー の 実 施
を 通 じ て 市 民 と の 協 働 の 担 い手 と し て の 人 材 の 育 成 を 図 り
ます。 
【具体的な取組】 

● 市 民 自 治 に か か わ る テ ーマ を 設 定 し た 階 層 別 研 修 や 特 別

研修の実施 

● 人 材 育 成 課 や 外 部 研 修 機 関が 実 施 す る 研 修 講 座 な ど へ の

派遣 

総務局 

各局区 

派遣研修による人材育成 

 

【81109010】 

市民 活動 を体 験す る NPO 法人へ の派 遣研 修 を通 じて 幅広
い視野を持った人材の育成を図ります。 
【具体的な取組】 

●NPO 法人派遣研修の充実 

総務局 

実 践 の 場 を 活 用 し た 人 材

育成 

 

【81108010】 

人材育成･活用、組織の活性化及び公務能率の向上を図るた
め 、 適 材 適 所 の 人 事 配 置 に 取り 組 み ま す 。 ま た 、 人 材 育 成
の 観 点 か ら 異 な る 職 務 分 野 をバ ラ ン ス よ く 経 験 さ せ る よ う
な人事配置に取り組みます。 
【具体的な取組】 

● 異 な る 職 務 分 野 を バ ラ ン スよ く 経 験 さ せ る ジ ョ ブ ロ ー テ
ーションの推進 
●専門性、専任性を重視した人事コースの整備 

各局区 

参 加 の 場 で の ノ ウ ハ ウ を

継承し、組織間で共有して

いくような取組 

計 画 等 の 策 定 や 事 業 実 施 等 を通 じ て 獲 得 し た ノ ウ ハ ウ を 組
織間で共有できるような取組を進めます。 

【具体的な取組】 

● 計 画 等 の 策 定 過 程 や 事 業実 施 等 を 通 じ た 市 民 参 加 の 場 の

経験に関する情報共有や研修の実施 

各局区 
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      局区での人材育成の取組例 

 

  平成 21 年 3 月に第２次局別人材育成計画を策定し、実践の場を通じた人材育成を中 

 心に、局区ごとに人材育成の取組が進められています。 

  ここでは、本プラン策定にあたって実施した調査結果から、第２期自治推進委員会提 言

 にかかる局区での取組状況を紹介します。 

 

 ●市民・こども局の例 

  〔研修による人材育成〕  

   ・ 局人材育成計画に基づき、職員ニーズと市民ニーズに合わせ、民間企業やＮＰＯ

    等から外部講師を招いた局内研修を企画実施 

  〔実践の場を活用した人材育成〕 

   ・ 若手職員が様々な部署で能力開発ができるよう局間異動や局内異動（本庁と事 業

    所間異動）などの人事異動を実施し、中堅職員にはその蓄積された能力を効果的 に

    発揮できるような人事異動を実施 

  〔参加の場でのノウハウを継承し、組織間で共有していくような取組〕 

   ・ 第 2 次市民・こども局人材育成計画に基づき、局内の各所属の業務を理解し、 

    部署間連携や職場環境の向上を目的とした各種研修の実施 

 

 ●幸区の例 

  〔研修による人材育成〕  

   ・ 第３次幸区人材育成計画の策定に合わせた、職員のファシリテート、コーディネ

    ート能力等に係る研修プログラムを検討 

  〔実践の場を活用した人材育成〕 

   ・ 普段の仕事の機会を通じた、前任職員からの事務引継ぎや業務指導又は助言す る

    などの方法による職員の育成 

  〔参加の場でのノウハウを継承し、組織間で共有していくような取組〕 

   ・ 第３期実行計画（区計画）策定過程における区役所若手職員の参加と、区民説 明

    会での説明に向けた資料作成等の区計画策定担当課職員と連携した取組 

   ・ 普段の仕事の機会を通じて、担当職員から担当以外の職員（事務補助者含む。）

    に対して、各職場又は関係課単位で公務が行えるよう、参加の場でのノウハウの 継

    承と組織間での情報共有 
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取組２ 自治意識の醸成 

 

 

(1) 提言内容 

  《第１期委員会 提言２ 自治意識の醸成》 

市民自治を推進していくためには、市民が地域での活動に参加したり、日常生活

で当たり前のように行われている自治の取組を考えたりするきっかけづくりを行う

ことなど、市民が自治を自分自身の問題として育む自治意識の醸成のための環境整

備に取り組むことについて提言がありました。 

 

 (2) これまでの取組 

自治基本条例の施行後、自治基本条例の理念の推進などを目的とする「かわさき

自治推進フォーラム」の開催をはじめ、条例のパンフレットの改訂・配布、出前講

座の実施、「成人の日を祝うつどい」での周知、ホームページによる情報発信などを

行うことに加え、条例の理念などを解説する DVD を制作し、条例の基本理念やこれ

までの取組を分かりやすく説明するなどの取組を行ってきました。 

さらに、自治基本条例及び区民会議の認知度について「かわさき市民アンケート」

において調査を実施しました。 

各局区においては、市民と協働で実施するイベント等を通じて自治を体験しても

らうなど自治意識を醸成していくための取組を行ってきました。 

なかでも、教育文化会館・市民館等では、地域や社会の課題などの解決に向けた

学習の場としての市民自主学級 3、地域の特性に応じた生涯学習・文化の振興等をめ

ざす市民自主企画事業 4を、市民からの提案をもとに、市民と行政の協働により実施

しています。 

また、子どもたちは将来の自治を担う人材として期待されることから、学齢期の

子どもたちが自治やまちづくりにかかわるきっかけとして、「まちは友だち！」（ま

ちづくり局）、「財政読本」（財政局）などの副読本等に条例の考え方を掲載するなど、

自治意識を育み、行政や地域、まちづくりへの関心を高める取組を行っています。 

 

 (3) 今後の取組 

平成 21 年度に実施した「かわさき市民アンケート」では、自治基本条例を「知 

 っている」との回答は 15.2 パーセントとなっており 、様々な機会を捉えた条例 

 の周知が必要です。 

今後は、自治基本条例のパンフレットや DVD を活用し、引き続き、条例の基本理 

念や条例に規定する制度やしくみなどについて周知を図り、認知度を高めるための 

取組を進めます。 

  また、自治意識の醸成につながるような講座、イベント等の実施など、地域人材 

 の発掘・育成につながる環境づくりに取り組みます。 

                                                   
3 市 民自 主 学級 とは 、教 育 文 化会 館・ 市民 館 等に おい て 、地 域や 社会 の 課題 など の 解決 に向 けて 、 市民 の提 案 を

もと に市 民と 行 政の 協働 に より つく り上 げ る学 級で 、 多様 なテ ーマ を 取り 上げ な がら 市民 の学 び 合い の場 と して

実施 して いま す 。（ 平成 20 年度 ：50 学 級、21 年 度 ： 44 学級開 設 ）  
4 市 民自 主 企画 事業 とは 、 教 育文 化会 館、 市 民館 等に お いて 、地 域の 課 題解 決や 地 域の 特性 に応 じ た生 涯学 習 ・

文化 ・芸 術の 振 興や 様々 な 世代 ・立 場の 市 民の 交流 等 に向 けて 、市 民 の提 案を も とに 市民 と行 政 の協 働に よ りつ

くり 上げ る多 様 な形 態の 学 習事 業で 、多 様 なテ ーマ を 取り 上げ なが ら 市民 の学 び 合い の場 とし て 実施 して い ます 。 

（平 成 20 年度 ： ７６ 事業 、２1 年度 ：90 事 業実 施）  
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  さらに、引き続き副読本等を活用するなど、子どもの自治意識を育む環境整備に 

 取り組みます。 

 

【具体的取組】 

取組内容 

【事務事業コード】 
取組の概要・方向性 所管局区 

自治基本条例の周知 

 

【71101000】 

 

市 民 自 治 を 推 進 す る た め に 自 治基 本 条 例 の 周 知 に 取 り 組 み

ます。 

【具体的な取組】 

●自 治基 本条 例 パン フレ ットや DVD を 活 用し た 条例 の 周

知 

●出前講座の実施 

●市民アンケートの実施（自治基本条例、区民会議） 

●かわさき自治推進フォーラムの開催 

総合企画局

自 治 の 担 い 手 に つ な が る

きっかけづくり 

 

市 民 が 自 治 の 取 組 を 考 え 、 実 践に つ な げ る き っ か け と な る

ような様々な取組を進めます。 

【具体的な取組】 

●市民との協働による各種イベント等の開催 

●市民活動を推進するための研修や講座の実施 

●自治に関する制度についての周知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各局区 

子 ど も の 自 治 意 識 を 育 む

環境整備 

 

【71101000】 

将 来 の 自 治 の 担 い 手 と な る 子 ど も た ち に 向 け て 身 近 な 自 治

の学習に役立つ取組を進めます。 

【具体的な取組】 

●「WEB 自治基本条例」キッズページの運営 

●副読本等を活用した学習支援 

総合企画局

財政局 

ま ち づ く り

局 

教育委員会

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 民 と 協 働 で 実 施 する 主 な イ ベ ント・講 座 等 の例  

 

・か わさ き自 治 推進 フォ ー ラム 〔総 合企 画 局〕 

・か わさ きボ ラ ンテ ィア ・ 市民 活動 フェ ア 〔 市 民 ・ こ ど も 局 〕

・か わさ きコ ン パク トフ ォ ーラ ム〔 環境 局 〕 

・か わさ き多 摩 川博 （シ ン ポジ ウム など ） 〔建 設緑 政 局〕 

・市 民活 動交 流 フェ ステ ィ バル 〔川 崎区 〕 

・幸ま ちづ くり フ ォー ラム 、さい わい 区民 フ ォー ラム〔 幸 区 〕

・な かは らっ ぱ 祭り 〔中 原 区〕 

・市 民活 動見 本 市〔 高津 区 〕 

・み やま え区 民 フォ ーラ ム 〔宮 前区 〕 

・た ま サロ ン 、ま ちづ くり 活 動発 表会（ まち カツ ！ ）〔 多 摩 区 〕

・「 目指 せ ！ア クテ ィブ シ ニ ア達 のセ ミナ ー 」〔 麻生 区 〕  

・市 民自 主学 級 ・市 民自 主 企画 事業 〔教 育 委員 会〕 
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取組３ 政策形成過程の情報共有の実践 

 

 

(1) 提言内容 

  （第１期委員会 提言５ 政策形成過程の情報共有の実践） 

自治基本条例第６条において、市民の権利として、「市政に関する情報を知ること」

や「政策の形成、執行及び評価の過程に参加すること」を保障することが規定され

ています。 

この規定を踏まえ、政策の形成、執行及び評価の各過程における市民参加を推進

していくため、早期の段階の情報提供を行うことのリスクを考慮した上で政策形成

過程における情報についても積極的に提供していくことについて提言がありました。 

 

(2) これまでの取組 

これまで市は、情報公開制度等を中心とした情報提供や、市政だより、ホームペ

ージなどの広報媒体、マスメディアを活用した情報発信、総合コンタクトセンター 5

等を活用した情報提供により、市民との情報共有を図ってきました。 

ホームページでは、例規集や要綱集をはじめ、契約情報、財政情報といった各種

施策情報等について積極的な情報提供を進めてきましたが、特に、要綱・要領等に

ついては、政令指定都市で初めて一覧形式で公表しており、行政運営の透明性の向

上に努めてきました。 

  このように情報共有のための取組は積極的に行っていますが、さらに、市民の政 

 策の形成過程における参加を推進していくという観点から、住民説明会やタウンミ 

 ーティングなどの手法に加え、パブリックコメント手続制度 6を運用しています。当 

 該制度では、意見募集の際に市民が意見を出しやすいように関連資料や情報を提供 

 することが義務付けられており、政策形成過程の情報共有として、行政が責任を持 

 って迅速に情報提供をするしくみの一つとして実施しています。 

 

 ●政策形成過程における情報提供の主な 取 組例 

○「第３期実行計画」・「新たな行財政改革プラン」策定における、市政だより特別号の発行やタウ

 ンミーティングの開催〔総務局・総合企画局〕 

○第３期実行計画（区計画）策定における、関係団体等を中心とした区民説明及び意見聴取の実施

 〔各区〕 

○市政だより区版特別号を活用した情報提供〔各区〕 

○「かわさき教育プラン第３期実行計画」策定における、パブリックコメント手続の実施及びＰＴ

Ａなどへの出前説明会の開催〔教育委員会〕 

 

                                                   
5 川 崎市 総 合コ ンタ クト セ ン ター （愛 称： サ ンキ ュー コ ール かわ さき ） は市 民等 か らの 電話 、電 子 メー ル、 FAX

及び 手紙 によ る 市政 に関 す る問 い合 わせ 、 提案 、要 望 、苦 情、 相談 、 予約 申込 み 等を 一元 的に 対 応す る窓 口 をい

い、 平成 18 年 4 月か ら本 格運 用さ れて い ます 。 

6 政 策等 の 策定 過程 への 市 民 参加 を推 進す る こと 等を 目 的と して 、市 民 の生 活に と って 重要 な政 策 等を 定め る 際

に、 政策 等の 案 や関 連資 料 をあ らか じめ 公 表し て、 市 民の 意見 を募 り 、提 出さ れ た意 見を 考慮 し て政 策等 を 定め

る制 度の こと で 、自 治基 本 条例 第 30 条に 基 づき 、平 成 19 年 4 月 にパ ブリ ック コメ ント 手続 条 例が 施行 さ れま

した 。 

Ⅱ 情報共有の推進  
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(3) 今後の取組 

政策形成過程の情報提供については、個々の情報の内容を考慮し、市民への情報

提供の時期、提供方法の選択、分かりやすい情報の提供など、引き続き効果的な情

報提供を推進していきます。 

パブリックコメント手続については、庁内外への制度周知や意見募集の広報の充

実を図ります。また、タウンミーティングや住民説明会など様々な機会を活用して

政策形成過程における市民への適切な情報提供を行っていきます。 

 

【具体的取組】 

取組内容 

【事務事業コード】 
取組の概要・方向性 所管局区 

政 策 形 成 過 程 に お け る 情

報提供の充実 

 

様 々 な 機 会 を 活 用 し て 市 民 の政 策 形 成 過 程 に お け る 情 報 提

供の充実を図ります。 

【具体的な取組】 

● 政 策 的 に 重 要 な 事 項 に つい て 適 宜 タ ウ ン ミ ー テ ィ ン グ を

開催 

● 住 民 生 活 に 影 響 を 及 ぼ す 事 業に つ い て 適 宜 住 民 説 明 会 を

開催 

●市政だより特別号や区版特別号等を活用した情報提供 

各局区 

パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト 手 続

制度の周知 

 

【73201500】 

 

庁内外に対してパブリックコメント手続制度の周知を図り

ます。  
【具体的な取組】 

●職員研修等における職員への制度周知 

●パンフレット等による制度周知 

総務局 

パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト 手 続

制度による意見募集 

 
【73201500】 

 

市民が意見を出しやすいように、環境整備を図るとともに意

見募集の広報の充実を図ります。 

【具体的な取組】 

● 運 用 に つ い て の 庁 内 検 討 会の 開 催 及 び 検 討 結 果 の 手 引 き

への反映 

● 意 見 募 集 に つ い て 市 の ホ ーム ペ ー ジ へ の 掲 載 並 び に 情 報

プラザ等への意見募集資料の備え置き 

●多様な媒体による意見募集の広報 

総務局 
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取組４ ターゲットを見据えた情報発信の手法等の構築 

 

 

(1) 提言内容 

  （第１期委員会 提言６ ターゲットを見据えた情報発信の手法等の構築） 

行政情報の発信手法として、「市政だより」は広く市民に認知されていますが、そ

のほかに、ホームページやメールマガジンなども情報量や迅速性などにおいて紙媒

体を補完し、様々な市民に確実に情報を届ける媒体として活用されています。 

このような市民全体を対象とした広報と併せ、情報を届けたい相手側の特性を踏

まえた上で、様々な広報媒体を効果的に活用した情報発信の手法等を構築していく

ことについて提言がありました。 

 

(2) これまでの取組 

市政だよりを中心にホームページ、メールマガジン、テレビやラジオなど多様な

媒体を活用した広報と併せ、民間のポータルサイトと提携した地域ポータルサイト 7

による情報発信により、民間の情報と行政の情報が一緒に閲覧できるなど市民が効

率よく情報収集できるよう利便性を図ってきました。 

また、記者会見や報道関係への記事掲載依頼、個別の取材対応による市政情報の

提供、ホームページによる報道発表資料の公表など、マスコミを活用した効果的な

情報発信に努めています。 

ターゲットを見据えた情報発信の具体的な取組事例としては、紙媒体の子育て情

報ガイドブックを出生届時・転入時等に手渡すとともにタイムリーな情報をホーム

ページなどで発信するなど、情報を届けたい相手側の特性を踏まえつつ各々の広報

媒体の特性を活かした、効果的な情報発信の取組が行われています。 

 

●各局区の主な 取組例 

実施局区 取組内容（H22 年度の例） 

経済労働局 

●登録者 へのメ ールマ ガ ジン「メ ルマガ 版『か わ さきの農 業』」 を通じ 、農 業イベ

ント等の広報を行うとともに、登録者数の拡大を目指し各種イベント等でメルマガ

会員募集チラシを配布 

環境局 ●CC 川崎エコ会議ホームページの運営管理及びメールマガジンを通じた情報発信

健康福祉局 
●新型インフルエンザ予防接種に関する情報や注意喚起を随時配信するとともに、

流行状況については感染症担当のページで毎週配信 

建設緑政局 
●二ケ領用水竣工 400 年記念事業など、イベントなどの開催、募集、報告などの

情報をホームページにて随時更新するとともにチラシやパンフレット等を配布 

川崎区 

●ホームページの情報発信の充実を図るため、ホームページの改修、職員向けにホ

ームページ作成研修を実施 

●外国人市民向けに地域情報、行政情報などを英語、中国語、スペイン語、ポルト

ガル語、タガログ語の５カ国語版に翻訳するほか、「やさしい日本語」版を作成し、

携帯電話向けのメールマガジン（ メ ル マ ガ ）「インターコムかわさきく」として配信

幸区 

●区内の主要な子ども関連施設において、紙媒体で「お散歩に行こうね」を配布す

るとともに、子どもに関する情報について、区ホームページに「幸区こども・子育

て情報」や「さいわいこどもページ」を開設し、情報発信 

                                                   
7 民間 事業 者 と協 定を 結ん で 立ち 上げ た宮 前 区の 地域 ポ ータ ルサ イト 「 みや まえ ぽ ーた ろう 」や 、 民間 ４社 の ポ

ータ ルサ イト と 提携 した 全 市版 の地 域ポ ー タル サイ ト があ りま す。ま た、平成 21 年度 には 、消 費 者行 政セ ンタ ー、

かわ さき マイ ス ター （い ず れも 経済 労働 局 所管 ）の ホ ーム ペー ジに お いて 、民 間 ポー タル サイ ト 事業 者と の 連携

によ る情 報提 供 の取 組が あ りま した 。 
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実施局区 取組内容（H22 年度の例） 

中原区 

●区ホームページによる情報発信の充実 

●こどもや外国人など、漢字を使ったページが分かりにくい方に向けて、区や区役

所の仕事を「やさしい日本語」で分かりやすく紹介するホームページの製作 

●子育て情報ガイドブックを改訂し、出生届時・転入時等に配布。子育て情報紙「子

ネット通信」を子どもが集まる主要施設に配布するほか、子育て支援関係チラシを

作成配布 

●ホームページでの乳幼児期向け「このゆびとーまれ」と学齢期向け「なかはらっ

こ広場」によるタイムリーな情報発信 

高津区 

●市政だより区版、区ホームページを活用した効果的かつ効率的な情報発信 

●モニター広告画面を利用した情報発信、民間企業の地域情報サイトへの積極的な

情報提供 

宮前区 

●市政だより区版、区ホームページと区地域ポータルサイト「みやまえぽーたろう」

とのシステム連携による効果的、効率的な官民情報の発信 

●子育て関連ページの充実など、区ホームページの充実 

多摩区 

●子育てを支援するため、「多摩区子育て BOOK」を母子健康手帳交付者などに配

布。子ども・子育てに関する制度紹介や地域情報、イベント等のカレンダーを盛り

込んだ「多摩区子育て WEB」を地域子育てネットワークと協働で発信 

麻生区 

● 登 録 者 へ の メ ー ル マ ガ ジ ン の 送 信 、 子 ど も 用 麻 生 区 ホ ー ム ペ ー ジ 「 き っ ず ペ ー

ジ」、外国人を対象とした「やさしい日本語」による情報発信 

●庁内プロジェクトチームによる広報力強化 

 

(3) 今後の取組 

各種広報媒体の特性を活かし、必要な人に必要な情報が届くようターゲットに合

わせた発信方法として、市政だより、テレビ、ラジオのほか、民間の情報誌、フリ

ーペーパー、フリーマガジンなどを活用し、特定の読者層に向けて発信するような

戦略的な情報発信を進めていくとともに、情報を届けたい人が日ごろどのような媒

体を利用しているのかを考慮し、媒体を複合的に活用した効果的な情報発信に努め

ていきます。また、ホームページについては、内容の充実とあわせ、出産、教育、

健康などの必要な情報を容易に入手できるよう利便性を高めるとともに、高齢者、

外国人など様々な方の利用を含めた改善を行っていきます。 

 
【具体的取組】 

取組内容 

【事務事業コード】 
取組の概要・方向性 所管局区

タ ー ゲ ッ ト を 見 据 え た 複

合的な情報発信 

 

【7310102０】 

効 果 的 な 情 報 提 供 が 可 能 と な る よ う 、 各 媒 体 の 特 性 を 活 か

した情報発信を行います。 

【具体的な取組】 

●各媒体の特性を活かした効果的な情報発信 

●市政だより、広報誌、ホームページ、モバイルかわさき、

メールニュースかわさき、テレビ･ラジオなどの広報媒体で

の市政情報の提供・拡充 

各局区 

市民・こど

も局 

イ ン タ ー ネ ッ ト サ イ ト 等

の活用 

 

必 要 な 人 に 必 要 な 情 報 を 提 供 す る た め に 、 市 ホ ー ム ペ ー ジ

等の掲載内容の充実を図ります。 

【具体的な取組】 

●ホームページやメールマガジン等による情報発信の充実 

各局区 

戦 略 的 な 広 報 ス キ ル の 向

上 

 

【61501010】 

 

戦 略 的 な 情 報 発 信 の た め に 職 員を 対 象 に 研 修 等 を 実 施 し ま

す。 

【具体的な取組】 

● 戦 略 的 な 情 報 発 信 の た め の 、 職 員 を 対 象 と し た 研 修 の 実

施 

● ホ ー ム ペ ー ジ 作 成 研 修 等 広 報 ス キ ル の 向 上 に 向 け た 研 修

の実施 

市民・こど

も局 

各局区 
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取組５ 情報コンシェルジュ機能の充実 

 

 

(1) 提言内容  

《第１期委員会 提言７ 情報コンシェルジュ機能の充実》 

市政に関する情報は膨大かつ様々な分野に渡っており、まずは市民にとって分り

やすく体系的に整理されている必要があります。 

市民が必要とする情報はいつでもどこでも受け取れるような環境整備を図ること

が求められており、市のホームページを活用して体系的な整理をして提供するとと

もに、行政情報以外にも可能な限り、市民が必要とする情報まで案内する「情報コ

ンシェルジュ（案内人）」のような機能を総合コンタクトセンター等に持たせること

について提言がありました。 

 

(2) これまでの取組 

市では情報提供の総合窓口として、ホームページと総合コンタクトセンターの整

備を行ってきました。 

ホームページ（トップページ）では、入口を市民向け、事業者向け、市外からの

来訪者向けに分け、内容を分野別、組織別などに分類し、異なる切り口からでも情

報を探すことができるよう、体系的に情報を整理するとともにキーワードによる検

索機能を強化し、必要な情報を簡単に得られることを可能としています。また、FAQ

（よくある質問と回答）をホームページで掲載し、一般的な問い合わせについては、

利用者が自己解決できるようにしています。 

総合コンタクトセンターでは、イベントや施設利用に関する情報の提供、市の制

度や手続等に関する問い合わせへの回答、市政への意見の受付などを一元化するこ

とによるワンストップサービスの実現と、市民の利便性と満足度の向上を図るため、

平成１８年 4 月から、電話、FAX、電子メール等に、午前 8 時から午後 9 時まで、

年中無休で対応しています。また、情報提供の総合窓口の一元化の取組として、本

庁舎代表電話と各区役所の総合案内電話を順次総合コンタクトセンターに統合して

きました。 8  

また、多摩区では、多摩区区民会議（第 1 期）の提言を踏まえ、市民活動団体の

情報を発信することにより、市民活動団体のネットワークを形成し、情報コンシェ

ルジュへつながる「区民活動情報ひろばマップ」を平成２１年度に作成しました。 

 

(3) 今後の取組 

   ホームページにおいては、さらに見やすく分かりやすいページづくりを進めるとと

もに、市民が知りたい情報へ迅速にたどりつけるよう情報分類の見直しを図ってい

く必要があります。また、アクセシビリティ（高齢者・障害者を含む誰もが支障な

く利用できるかどうかも含めたアクセスのしやすさ）、ユーザビリティ（使いやすさ）

に配慮したコンテンツの製作についても引き続き推進します。 

  さらに、ホームページの全面リニューアルに向けて、職員ヒアリング、市民アン

ケート等を行いながら、関係機関との調整を進めます。 

                                                   
8 各 区役 所 の総 合案 内電 話 へ の統 合に つい て は、幸 区、麻 生区 につ いて は 平成 20 年 度に 実施 し、高津 区、宮前 区 、

多摩 区は 平成 22 年度 に実 施し まし た。  
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総合コンタクトセンターにおいては、引き続き、各区役所の総合案内電話を順次

総合コンタクトセンターに統合していきます。 

さらに、当該センターにおいて、「情報コンシェルジュ（案内人）」としての機能

を果たせるよう、FAQ、応対マニュアル等の充実を図り市民への回答の質を向上さ

せるとともに、行政情報以外も含め、市民が必要とする情報にたどり着くための手

助けができるように可能な限り案内を行います。 

総合コンタクトセンターの利用頻度は、年々増加の傾向にありますが、引き続き

市民への周知を図るとともに、市外からの転入者への当該制度周知にも努めていき

ます。 

 

【具体的取組】 

取組内容 

【事務事業コード】 
取組の概要・方向性 所管局区

ホ ー ム ペ ー ジ に お け る 機

能充実 

 

【73101020】 

【96100070】 

 

情 報 共 有 に よ る 自 治 運 営 を 図る た め 、 利 用 者 が 探 し て い る

情 報 に 迷 う こ と な く た ど り 着く こ と が で き る よ う な ホ ー ム

ペ ー ジ の 改 善 を 図 り 、 市 政情 報 を 市 民 に 分 か り や す く 提 供

します。 

【具体的な取組】 

● ア ク セ シ ビ リ テ ィ 、 ユ ーザ ビ リ テ ィ に 配 慮 し た ホ ー ム ペ

ージへのリニューアルに向けた検討 

●改正ＪＩＳへの対応 

●情報分類の見直し 

● 区 ホ ー ム ペ ー ジ の 充 実 、 市 全体 で の 統 一 感 あ る ペ ー ジ へ

の調整 

市民・こど

も局 

各区 

総 合 コ ン タ ク ト セ ン タ ー

の機能充実 

 

【73201010】 

情 報 の ワ ン ス ト ッ プ サ ー ビス （ 窓 口 の 一 元 化 ） の 実 現 化 を

図 る た め 、 総 合 コ ン タ ク ト セン タ ー （ サ ン キ ュ ー コ ー ル か

わさき）の機能の充実を図ります。 

【具体的な取組】 

●各区役所の総合案内電話の順次統合 

●FAQ、対応マニュアルの充実 

●総合コンタクトセンターの PR 

総務局 
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取組６ 質の高い市民参加機会の拡充 

 

 

(1) 提言内容 

  《第２期委員会 提言１ 「参加のスタンダード」に基づく市民参加の拡充》 

  《第２期委員会 提言２ 新しい参加手法の検討》 

  《第２期委員会 提言３ 地域の意見を反映できる参加の組み立て》 

  《第２期委員会 提言５ 多様な参加機会の拡充》 

 

   自治基本条例では、市民参加の手法として第 29 条の「審議会等の市民委員の公募」、 

第 30 条の「パブリックコメント手続」及び第 31 条の「住民投票制度」が規定され、

また、第 28 条では、「多様な参加の機会の整備等」について規定されています。 

今後、市民参加を進めるにあたっては、「審議会等の市民委員の公募」、「審議会等

における審議」、「パブリックコメント手続」といった条例に規定されている参加を

とり入れるだけにとどまらない、より高い水準の参加を進めるための取組を進める

ことについて提言がありました。 

なお、自治推進委員会報告書では市民生活に密接に関わる行政計画、条例、施設 

整備（以下「計画等」という。）の策定・執行（執行状況の管理）・評価の過程にお 

ける望ましい参加の在り方について、より高い水準の目指すべき目標として「参加 

のスタンダード」9を示しており、計画等の事業内容や市民生活への影響度、実施の 

タイミングなど様々な条件を考慮しながら効果的な市民参加を進めていく必要があ 

ることや、参加プロセスをより望ましいものとする重要な要素として、次の内容に 

ついて提言がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
9 第 2 期 自治 推進 委員 会 提言 で示 され た「 参 加の スタ ン ダー ド（ 目指 す べき 水準 ）」は、市民 生活 に 密接 に関 わ る

計画 等を 対象 と して おり 、 計画 等の 事業 内 容や 市民 生 活へ の影 響度 や 実施 のタ イ ミン グな ど、 事 業の 特性 や 様々

な状 況を 考慮 し て参 加を と り入 れる 必要 が ある とし ま した 。 

Ⅲ 市民参加の拡充  

    〔参加プロセスをより望ましいものとするための取組についての提言内容〕 

○無作為抽出された市民による討議などの新しい参加手法の検討や、既存の参 

 加においても創意工夫を図ること 

○できる限り地域の意見を尊重するとともに、計画等によってかかわりをもつ 

 人や影響を受ける人たちの分析を行いながら適切な参加を組み立て、意見を 

 聴取する対象のバランス等の配慮や、地域の実情をよく把握している区・地 

 域における意見を十分に組み込むなど、地域の意見を反映できる参加の組み 

 立てを行うこと 

○なるべく多くの市民が参加できるよう、パブリックコメント手続などの参加 

 の手法について十分に周知するとともに、開催場所、開催時間、開催回数な 

 どを工夫するなど、一層の参加の裾野を広げ、市民の多様な参加機会を拡充 

 していくこと 
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(2) これまでの取組 

 本市での審議会等に在籍する市民委員は平成 21 年度末現在、75 の委員会に 149

人おり、また、市民の生活にとって重要な政策等を定める際に市民の意見を募るパ

ブリックコメント手続は平成 21 年度、45 件、2,224 の意見数がありました。 

 こうした自治基本条例に定められた制度・しくみなどを活用しつつ、ワークショ

ップなどによる市民参加の場を設けるなど、本市では複数の参加手法を併用しなが

ら計画等の策定を行っている例が数多くあります。 

 また、新総合計画策定時の委員会（平成 15 年 10 月～平成 17 年 3 月）や行財 

政改革委員会などで学識経験者と市民委員の委員会を別に設置して議論するなどの 

手法を取り入れた例もありました。 

 なお、平成 22 年度には、無作為抽出された市民による討議などの新しい参加手法

についての庁内研究会を開催しました。 

 

(3) 今後の取組 

   今後、市民生活に密接に関わる計画等の策定・執行（執行状況の管理）・評価の過 

 程において、計画等の事業内容や市民生活への影響度、実施のタイミングなど様々 

 な条件を考慮しながら、条例に規定されている参加をとり入れるだけにとどまらず、 

 より多くの市民意見を反映させるための事前アンケートや報告会など多様な機会を 

 設け、質の高い市民参加機会を拡充していきます。 

  具体的には、各局区で今後予定されている計画等において、実施のタイミングや 

とり入れる手法について的確な設計を行い、多様な参加機会を設けることで、市民 

参加の水準を高めていくとともに、取組事例について情報共有を図るなど、市民参 

加の拡充を図るための効果的な取組を進めます。 

 

【具体的取組】 

取組内容 

【事務事業コード】 
取組の概要・方向性 所管局区

市 民 生 活 に 密 接 に 関 わ る

計 画 等 に お け る 市 民 参 加

の拡充 

 

計 画 等 の 事 業 内 容 や 市 民 生 活 へ の 影 響 度 、 実 施 の タ イ ミ ン

グ な ど 様 々 な 条 件 を 考 慮 し な が ら 、 多 様 な 参 加 手 法 を 用 い

て効果的な市民参加を推進します。 

【具体的な取組】 

●審議会等における市民委員の公募の一層の推進 

●パブリックコメント手続の的確な実施 

●アンケートなど市民ニーズ把握のための事前調査の実施 

●より多くの意見を反映させるための説明会などの開催 

●新しい市民参加手法の実践に向けた調査・研究 

●市民参加の拡充を図るための効果的な取組 

各局区 

総 合 企 画

局 

地域における参加の促進 

 
地 域 に お け る 意 見 が 反 映 さ れ る よ う な 参 加 の プ ロ セ ス を 組

み 立 て る と と も に 、 多 様 な 参 加機 会 に 配 慮 し 、 市 民 参 加 を

促進します。 

【具体的な取組】 

●各区区民会議の的確な運営 

● 区 や 地 域 ご と の 懇 談 会 や ワ ーク シ ョ ッ プ な ど 、 地 域 の 意

見を反映できる参加の組み立て 

● 開 催 場 所 、 開 催 時 間 、 開 催 回 数 な ど を 工 夫 す る な ど 、 一

層の参加の裾野を広げる、多様な参加機会の拡充 

各局区 
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（参考）第２期自治推進委員会提言で示された「参加のスタンダード（目指すべき水準）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「第 2 期自治推進委員会報告書」p.61 から  

   自治推進委員会提言では、より高い水準の参加を進めるために、市民生活に密接に関わる計

  画等を対象に、「参加を設計する際は事業の特性や様々な条件を考慮する必要がある。」として

  います。  
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「 より高い水準の参加」 をとり入れた主な取組事例 

          （平成 22 年度に策定作業を行っている事例から） 

 

● 第３期川崎市地域福祉計画 

中心となる策定年度 平成２２年度 

計画期間 平成２３～２５年度 

策 定 に 関 わ る 審 議 会 等

の設置 

第３期地域福祉計画策定委員会 

（学識経験者、関係団体選出委員、公募市民委員で構成）

市民委員の公募 有（３人） 

パブリックコメント 有 

地 域 に お け る 意 見 を 反

映できる参加の組立て 

・各区１カ所、計７回の市民説明会（市計画＋区計画）の

 実施 

・区が主体となって「区計画」を策定 
※ 川崎市地域福祉計画は、市計画と区計画で構成されており、

 各区では、策定にあたっては、地域特性に合わせて、地域福

 祉に係る住民組織団体、グループから推薦された委員等で構

 成する委員会等を設置して内容を審議するほか、団体ヒアリ

 ング、地域懇談会など様々な市民参加の機会を設けています。

  また、計画のホームページを開設するなど策定経過につい

 ての情報提供も行っています。 

多様な参加機会の拡充 ・地域福祉実態調査（「地域の生活課題に関する調査」及 

 び「地域福祉活動に関する調査」）の実施 

・策定委員会の委員募集を市政だより等で広報 

・ホームページで開催日時、場所を掲載し、公開で会議を

 開催 

・第３期地域福祉計画策定委員会での審議 

・社会福祉審議会への諮問、答申 

・計画策定、公表とシンポジウムの開催 

 （平成 22 年度予定） 
※「第 3 期地域福祉計画策定指針」（平成 21 年度策定）のなか

 で、真に市民の課題解決に行き届く政策の充実を目指し、あ

 らゆる過程での市民参加の重要性を提示しています。 

  

● 川崎市住宅基本計画（改定） 

中心となる策定年度 平成２２年度 

計画期間 平成２３年度～平成 32 年度 

策定に関わる審議会等 

の設置 

川崎市住宅政策審議会 

（学識経験者、事業者、公募市民委員等で構成） 

市民委員の公募 有（３人） 

パブリックコメント 有 

地 域 に お け る 意 見 を 反

映できる参加の組立て 

・地域の意見を反映できるよう、改定素案をホームページ

へ掲載するとともに、各区役所、各出張所、行政サービス

コーナー等で配布 

・個別事業における市民、事業者等のアンケート・意向調

査等を実施 

多様な参加機会の拡充  改定素案の市民説明会を夜間に開催し、素案をホームペ

ージへ掲載するとともに、各区役所、各出張所、行政サー

ビスコーナー等で配布し、パブリックコメント手続を実施

する予定である。その際の広報は、市政だよりやホームペ

ージを活用し市民の参加の機会を確保する予定である。ま

た、個別事業における市民、事業者等のアンケート・意向

調査等を実施 
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取組７ 協働実践の共有 

 

 

(1) 提言内容 

  （第１期委員会 提言３ 協働実践の共有） 

協働型事業 10の実践などを通して、協働の形を具体的に示していくとともに、協働

型事業の情報やイメージの共有を図り、市民と市との間において、着実に共通認識

を深めていくことについて提言がありました。  

 

(2) これまでの取組 

平成２０年２月に「協働型事業のルール」を策定し、市民（市民活動団体等）、職

員を対象に、「協働型事業のルール」に関する説明会を開催するなどして、「協働」

に対する共通理解を深めています。 

また、市で実施している協働型事業の情報を集約し、協働型事業一覧及び「協働

型事業の事例集」を作成し、冊子・ホームページで公表することにより、職員だけ

でなく、市民に対しても情報の共有化を図っています。 

さらに、各局区においても、協働型事業の実践を通して、お互いに協働への認識

を深めています。 

なお、「協働型事業のルール」に基づき、協働型事業の推進が適切に図られている

か、また、「協働型事業のルール」が協働型事業を推進する上で適切であるか等につ

いて「第 4 期市民活動推進委員会」の中で検証を行い、平成２２年３月に報告書が

まとめられました 11。 

 

●各局区で 実施さ れて いる主な 協働型事業の例（平成２２年度）  

事業名 事業内容 行政所管課 団体名 事 業 形 態  

楽 し く 子 育 て ＠ ふ

るいちば 

親子（家族）で楽しめるように、

「移動動物園」や「紙芝居」な

ど の イ ベ ン ト を 盛 り 込 ん だ 事

業を、未就学の乳幼児とその保

護者を対象に実施する。 

幸区役所 

こ ど も 支 援

室 

地 域 子 育 て 支 援

セ ン タ ー ふ る い

ち ば ボ ラ ン テ ィ

ア交流会 

委託 

多 摩 川 エ コ ミ ュ ー

ジ ア ム プ ラ ン 推 進

事 業 （ か わ さ き 多

摩川博等の開催） 

多 摩 川 エ コ ミ ュ ー ジ ア ム プ ラ

ン推進に係る事業の企画・実施

及 び 二 ヶ 領 せ せ ら ぎ 館 等 の 管

理 運 営 と プ ラ ン 推 進 に 必 要 な

業務を行う。 

建設緑政局 

多 摩 川 施 策

推進課 

Ｎ Ｐ Ｏ 法 人  多

摩 川 エ コ ミ ュ ー

ジアム 

委託、 

共催 

２ １ 世 紀 子 ど も サ

イ エ ン ス 事 業 「 ワ

ク ワ ク ド キ ド キ 玉

手箱」 

学校・わくわくプラザ・こども

文化センター・子ども会等で科

学 的 実 体 験 が で き る 実 験 講 座

を開く。 

教育委員会 

青 少 年 科 学

館 

か わ さ き ア ト ム

工房 
委託 

                                                   
10 市 民活 動 団体 と行 政が 協 働 で行 う公 益的 な 事業 のこ と で、行 政 のみ で実 施す る よ りも 市民 活動 団 体が 加わ る こ

とで より 一層 の 価値 を生 み 出す 場合 、ま た は市 民活 動 団体 が実 施す る 事業 に行 政 が加 わり 公的 資 源（ 場、 資 金、

人材 等） を投 入 する こと で さら に価 値を 生 み出 す場 合 に実 施し ます 。  
11 第 4 期市 民活 動推 進 委員 会 報告 書で は、 協 働型 事業 が 実施 され た 1 年 目の 結果 を 踏ま えて 、「協 働型 事業 を 拡

げる 」こ と 、「 協働 型事 業 を 深め る」 こと を 目的 に、 現 状、 効果 、課 題 につ いて ま とめ てい ます 。 

Ⅳ 協働のまちづくり 
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(3) 今後の取組 

   協働型事業の情報を収集し、事例集等を作成して、内容の更新・充実を図るとと 

 もに、「協働型事業のルール」を周知する機会を設けるなど、協働型事業に関する情 

 報の共有を進めていきます。 

また、各局・区で市民と協働で事業を行っているものについては、「協働型事業の

ルール」に沿った形で事業実施するものを増やし、実践の場を通して、市民、行政

相互に共通認識を深めていきます。 

 

【具体的取組】 

取組内容 

【事務事業コード】 
取組の概要・方向性 所管局区

協働型事業の公表 

 

【71203010】 

協働型事業の情報を集約し、一覧と事例集を作成し、冊子、

ホ ー ム ペ ー ジ で 公 表 す る こ と に よ り 、 市 民 と 職 員 の 情 報 の

共有化を図ります。 

【具体的な取組】 

●協働型事業の一覧と事例集の更新・充実 

市民・こど

も局 

協働型事業の周知 

 

【71203010】 

 

「 協 働 型 事 業 の ル ー ル 」 を 周 知す る た め 、 市 民 、 職 員 を 対

象 に 説 明 会 を 開 催 す る こ と に より 、 協 働 型 事 業 に 対 す る 共

通認識を深めます。 

【具体的な取組】 

● 協 働 型 事 業 に 関 す る 情 報共 有 を 図 り 、 事 業 の 実 践 に つ な

がるような市民及び職員対象の説明会の開催 

市民・こど

も局 

協働型事業の実施 

 

 

 

 

各局区において、「協働型事業のルール」に沿った事業の実

践 を 通 じ て 、 市 民 、 職 員 相 互 に 協 働 に 対 す る 共 通 理 解 を 深

めます。  
【具体的な取組】 

●「協働型事業のルール」に沿った事業の拡充 

● 市 民 と の 協 働 に よ る 教 育文 化 会 館 ・ 市 民 館 等 の 社 会 教 育

振興事業の実施 

●市民との協働による家庭教育推進事業の実施 

各局区 

 

 

（参考） 

 

              協働と協働型事業の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

「川崎市協働型事業のルール」p.12 から

（１）目的の共有

（２）対等の関係

（３）相互理解

（４）役割分担と責任範囲の確認

（５）公開性・透明性

（６）成果の振り返り

 

特に(5)、(6)を意
識して適用

６つの原則を

踏まえて実施 協働型事業

協　　働
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取組８ 協働推進施策の推進 

 

 

(1) 提言内容 

  《第１期委員会 提言４ 協働推進施策の整備》 

 自治基本条例第３２条の規定に基づき、協働型事業のルールや区における協働型

等の事業提案制度を円滑に運用するとともに、協働に関する相談や事業調整の仕組

みを構築・運用すること、地域における市民協働拠点としての区役所機能の充実に

ついて提言がありました。 

 

(2) これまでの取組 

平成２０年２月に「協働型事業のルール」を策定し、市民と職員を対象に説明会

を開催するなどして、ルールの周知と適正運用に取り組むとともに、同年７月には、

「協働推進窓口」12を市民・こども局市民協働推進課に設置し、市民、行政双方から

協働に関する相談を一元的に受け付けています。 

    また、各区においては、市民から提案を受け、協働で事業を実施する提案制度等

（以下「市民提案型事業」という。）を実施するとともに、地域の課題解決のために

活動する市民活動団体を支援するために、市民活動支援コーナーの設置や、区にお

ける活動拠点マップの作成などの取組も進められています 13。 

一方、大規模な住居系開発に伴う住民の大量転入やライフスタイルの多様化によ

り、地縁意識の希薄化が進み、解決困難な地域課題が顕在化する中、町内会・自治

会、市民活動団体等が緩やかに連携して、地域の課題を解決する地域のコミュニテ

ィづくりを進めるための施策について「都市型コミュニティ検討委員会」による検

討を行い、現在、委員会報告書を受けてガイドラインを作成するなどの取組を進め

ています。 

 

●各区で 実施さ れて いる 市民提案 型事業 

実施区 主な取組 

川崎区 ○いきいきかわさき区提案事業 

幸区 ○幸区提案型協働推進事業 

中原区 ○中原区市民提案型事業 

高津区 ○高津区協働事業提案事業 

宮前区 ○地域課題の解決を図る事業提案制度 

多摩区 ○磨けば光る多摩事業 

麻生区 

○麻生区地域コミュニティ活動支援事業 

○麻生区町内会事業提案制度 

○小地域のつながりネット支援事業 

※各区で実施されている市民提案型事業の詳細については 50・51 ページに掲載 

 

 

                                                   
12 協 働推 進 窓口 では 協働 型 事 業の 円滑 な推 進 のた め、 ① 市民 活動 団体 及 び事 業担 当 部署 から の協 働 型事 業に 関 す

る相 談へ の対 応 ②市 民活 動 団体 から 行政 に 提案 され た 企画 に関 する 対 応・ 調整 ③ 協働 に関 する 考 え方 ・手 法 等の

市民 及び 行政 職 員へ の啓 発 ・周 知④ 協働 型 事業 の推 進 のた めの 行政 関 係課 との 調 整 を行 って い ます 。  
13 宮 前区 で は平 成 22 年 3 月 に「 市民 活動 応 援マ ップ 」（ 企画 ・編 集 宮 前区 まち づ くり 協議 会） を 発行 しま し

た。  



- 28 - 

 (3) 今後の取組 

   「協働型事業のルール」を広く周知していくとともに、協働型事業のノウハウを蓄 

 積し、「協働推進窓口」において市民や行政からの相談に対応するとともに、行政、 

 市民間の調整などを図っていきます。また、各区で取り組まれている市民提案型事 

 業 14については、運営上の課題を整理しつつ、制度の見直しを図りながら実施します。 

 市民活動支援拠点については、区役所と支所・出張所の機能再編に伴う市民活動 

の支援拠点の整備を行うとともに、市民活動支援コーナーについても充実を図って 

いきます。また、「第５期市民活動推進委員会」においては、市民活動支援拠点等に 

ついて審議を行い、その結果を踏まえた取組を進めます。 

 

【具体的取組】 

取組内容 

【事務事業コード】 
取組の概要・方向性 所管局区

協働型事業の推進 

 

【71203010】 

「 協 働 型 事 業 の ル ー ル 」 の 周 知や 協 働 推 進 窓 口 の 運 営 を 通

じて、協働型事業の推進を図ります。  
【具体的な取組】 

● 「 川 崎 市 協 働 型 事 業 の ル ール 」 及 び 「 川 崎 市 協 働 型 事 業

推進に関する要綱」の適正な運用 

● 協 働 に 関 す る 相 談 や 事 業調 整 を 図 る た め の 協 働 推 進 窓 口

の効果的な運営 

● 協 働 型 事 業 に 関 す る 情 報共 有 を 図 り 、 事 業 の 実 践 に つ な

がるような市民及び職員対象の説明会の開催【再掲】 

市民・こど

も局 

区 に お け る 市 民 提 案 型 事

業の実施 

 

 

区 に お け る 市 民 提 案 型 事 業 の円 滑 な 運 用 と 実 施 結 果 を 適 切

に 検 証 す る こ と に よ り 、 地 域課 題 の 解 決 に 結 び つ け て い き

ます。 

【具体的な取組】 

●区における市民提案型事業の実施 

各区 

市民活動支援拠点の充実 

 

 

 

区 役 所 が 地 域 に お け る 市 民協 働 拠 点 と な る よ う 、 市 民 活 動

支 援 施 策 の 一 環 と し て 市 民 活 動 コ ー ナ ー の 充 実 を 図 り ま

す。 

【具体的な取組】 

●区における市民活動支援コーナーの充実 

● 区 役 所 と 支 所 ・ 出 張 所 の 機 能再 編 に 伴 う 市 民 活 動 の 支 援

拠点の整備 

● 第 ５ 期 市 民 活 動 推 進 委 員会 で の 審 議 、 最 終 報 告 を 踏 ま え

た取組の推進 

各区 

総 合 企 画

局 

市民・こど

も局 

地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ 施 策 の

推進 

 

【71201510】 

町 内 会 ・ 自 治 会 、 市 民 活 動 団 体等 が 緩 や か に 連 携 し て 、 地

域 の 課 題 を 解 決 す る 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ づ く り を 推 進 し ま

す。 

【具体的な取組】 

● 「 都 市 型 コ ミ ュ ニ テ ィ 検 討委 員 会 」 報 告 書 に 基 づ き 作 成

したガイドラインに基づくモデル事業の実施・検証 

● ガ イ ド ラ イ ン の 全 庁 適 用 に よる 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ 施 策 の

推進 

市民・こど

も局 

 

 

 

 

                                                   
14 市 民提 案 型事 業と は、 地 域 課題 解決 のた め の事 業と し て、 市民 活動 団体 か ら企 画 を公 募し 、選 考さ れ た企 画 を

市民 活動 団体 に 委託 して 実 施す るも ので す 。市 民活 動 団体 のノ ウハ ウ や発 想を 活 かす 協働 型事 業 に適 して い ます 。

課題 を限 定せ ず に自 由な 発 想で 企画 を募 る 場合 と行 政 が設 定し た課 題 に基 づき 企 画を 募る 場合 と があ りま す 。区

にお いて は、 平成 18 年度 に 4 区で ス ター トし 、21 年 度現 在、「 いき いき かわ さ き 区提 案事 業 」（ 川崎 区） 等 、 7

区、 ９つ の制 度 があ りま す 。多 くの 場合 、 公開 プレ ゼ ンテ ーシ ョン を 実施 し、 外 部の 委員 が入 っ た審 査会 で 事業

選定 を行 い、 区 の事 業と し て位 置付 けら れ ます 。ま た 、実 際に 提案 し た市 民活 動 団体 を中 心に 、 区な どが 協 力し

て実 施さ れま す 。 
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取組９ 事業者等との協働の推進 

 

 

(1) 提言内容 

  《第２期委員会 提言７ 市民活動団体以外にも「6 つの協働の原則」を適用》 

  《第２期委員会 提言８ CSR（事業者の社会的責任）を踏まえた事業者との協働の推進》 

 

事業者は、事業活動を通じて、経済など地域社会に様々な影響を与えるとともに、

地域社会の一員として様々な役割を担っています。暮らしやすいまちづくりの実現

のためには、事業者との協働を推進していく必要があることから、自治基本条例第 8

条「事業者の社会的責任」の取組と第 32 条「協働推進の施策整備」の取組の連携を

図り、公共的な課題解決のために事業者との協働を推進していく必要があるとの提

言がありました。 

また、現在、市民活動団体と協働型事業を実施する際の「協働型事業のルール」 

がありますが、行政が市民活動団体以外の主体と協働する場合、お互いの特性を発

揮しながら地域社会の課題を解決するという協働の意義を確認し、事業を進めてい

くことで、お互いの異なる特性を活かしあった相乗効果が期待できることから、可

能な限り、「協働型事業のルール」に示されている「6 つの協働の原則」（「目的の共

有」、「対等の関係」、「相互理解」、「役割分担と責任範囲の確認」、「公開性・透明性」、

「成果の振り返り」）を適用する取組を進めるべきであるとの提言がありました。 

 

(2) これまでの取組 

 地域で活動する事業者等は、地域社会を構成する一員としてその活動が期待され 

ており、事業者等との協働による取組を区や地域レベルにおいてさらに拡げていく 

ことで、地域の課題解決や、暮らしやすいまちづくりの実現につながっていくと考 

えられます。 

 本市においては、事業者や大学等、市民活動団体以外の主体（以下「事業者等」

という。）との連携、協働による取組事例は多く、また、かわさきコンパクト 15のよ

うに、地域社会の課題に対して市民・事業者・行政の連携のもとで、それぞれの主

体的な取組を促していくことも行われており、本プラン策定にあたって実施した調

査 16によると、回答のあった事業者等との協働事業のほとんどが「協働型事業のルー

ル」に示されている「6 つの協働の原則」を満たしており 17、地域社会の課題を解決 

するという協働の意義を確認し、お互いの特性を発揮しながら事業を進めているこ

とが確認されています。  

 

                                                   
15 平 成 18 年 1 月 に 日本 の自 治体 とし て初 め て国 連グ ロ ーバ ル・コ ン パク トに 参加 した こと を背 景 に、グ ロー バ

ル・ コン パク ト の理 念を 市 内で 展開 し、 企 業・ 市民 ・ ＮＰ Ｏ・ 行政 等 がそ れぞ れ の特 徴を 活か し た役 割を 積 極的

に引 き受 けつ つ 、相 互に 協 力し 、地 域課 題 はも とよ り 国内 外の 社会 問 題を 解決 し て貢 献し てい く 取組 を目 指 して

活動 を行 って い ます 。事 業 者向 けの 取組 で ある ビジ ネ スコ ンパ クト と 市民 向け の 市民 コン パク ト で構 成さ れ てお

り、 ビジ ネス コ ンパ クト に は、16 の 企 業・ 事業 者が 、 市民 コン パク ト には 14 の 団体 が参 加（ 平成 22 年 10 月

現在 ）し てい ま す。 

16 「 第 2 期 自治 推進 委員 会の 提言 に係 る施 策・事業 等 の 調査 」（ 平成 22 年 6 月 ）。この 調査 で回 答 のあ った 事 業

及び 第２ 期自 治 推進 委員 会 報告 書（93～100 ペ ージ ）に掲 載さ れて い る事 業を 52～54 ペー ジ に掲 載し まし た 。 

17 回 答の あ った 22 件 の うち 16 件は 6 つ の原 則す べ てを 満た して いる こ とが 確認 さ れて いま す 。ま た 、満 た し

てい ない 事業 の ほと んど が 、契 約書 や協 定 書を 交わ し てい ない もの の 、関 係者 で の会 議や 打ち 合 わせ 等で 目 的を

確認 しな がら 事 業を 実施 し てい るこ とが 分 かり まし た 。 
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●各局区で 実施さ れて いる主な 事業者等と の連携・協働事業の例 

事業名 内容 事業実施所管 

川崎フロンターレ 

連携事業 

川 崎 の イ メ ー ジ ア ッ プ に 向 け て 市 民 ク ラ ブ で あ る 「 川 崎 フ

ロ ン タ ー レ 」 と 連 携 し 、 地 域 の 魅 力 づ く り を 行 い 、 ス ポ ー

ツを通じて市民のまちへの愛着と誇り、連帯感を育むため、

「川崎フロンターレ」を活かした催事等を企画、実施する。

市民・こども局 

市民スポーツ室 

企業市民交流事業 

生 活 市 民 と 企 業 市 民 （ 川 崎 区 内 の企 業 の 経 営 者 と そ の 従 業

員 ） と の 交 流 の 場 づ く り と 情 報発 信 、 両 者 に よ る 協 働 の ま

ちづくりを進め、地域の課題解決に向けた取組を進める。 

川崎区役所 

地域振興課 

麻 生 で “ 楽 農 ” バ

スツアー事業 

（ 地 域 資 源 を 活 用

し た ま ち づ く り 推

進事業） 

麻 生 区 の 特 色 で あ る 「 農 」 を 活 用し た 魅 力 あ る ま ち づ く り

を 進 め る た め 、 Ｊ Ａ セ レ サ と 協 働し 、 区 民 を 対 象 に 畑 の 見

学 、 区 で 採 れ た 食 材 の 試 食 、 直 売所 を バ ス で 巡 る ツ ア ー を

実施する。 

麻生区役所 

企画課 

 ※このほか、各局区で実施している主な事業については 52～54 ページに掲載 

 

(3) 今後の取組 

  今後も、事業者等多様な主体の参加と協働による地域課題の解決や地域の活性 

 化に向けた取組をさらに充実させるとともに、事業者等が事業活動を通じて地域 

 に貢献している取組に対して、そのことを地域社会で共有できるよう情報発信を 

 行っていきます。 

  また、事業者等と協働する場合、可能な限り、「協働型事業のルール」に示され 

 ている「6 つの協働の原則」（「目的の共有」、「対等の関係」、「相互理解」、「役割 

 分担と責任範囲の確認」、「公開性・透明性」、「成果の振り返り」）を意識しながら 

 事業を進めていけるよう、例えば「協働型事業のルール」の市職員向け説明会な 

 ど様々な機会を通じた周知の機会を設けるなどの取組を進めます。 

  

【具体的取組】 

取組内容 

【事務事業コード】 
取組の概要・方向性 所管局区

多 様 な 主 体 の 参 加 と 協 働

の推進 

 

 事 業 者 や 大 学 な ど 多 様 な 主 体の 参 加 と 協 働 に よ る 地 域 の

課題解決に向けた取組を進めます。 

【具体的な取組】 

● 事 業 者 や 大 学 な ど 多 様 な 主 体が 参 加 ・ 協 働 す る こ と に よ

り地域の課題解決に向けた効果が高まる事業の充実 

●地域社会の一員としての事業者や大学と地域の交流促進 

●事業者や大学の地域貢献活動にかかる情報の発信 

●多様な参加の機会の提供 

各局区 

「6 つの協働の原則」を意

識 し た 事 業 者 等 と の 協 働

による事業の実施 

 公 共 的 な 課 題 解 決 の た め に 行 政 が 市 民 活 動 団 体 以 外 の 主

体と協働する場合、可能な限り、「目的の共有」、「対等の関

係」、「相互理解」、「役割分担と責任範囲の 確 認 」、「 公 開 性 ・

透明性」、「成果の振り返り」（6 つの協働の原則）を意識し

ながら、事業を進めていく取組を進めます。 

【具体的な取組】 

●「６つの協働の原則」を意識した、事業者等との協働の 

推進 

● 事 業 者 等 と 協 働 す る 場 合 に も「 ６ つ の 協 働 の 原 則 」 を 意

識するよう、「協働型事業のルール」の市職員向け説明会等

の機会を通じた周知 

各局区 

市民・こど

も局 
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取組 10 区民会議の情報発信の推進 

 

 

(1) 提言内容 

  《第１期委員会 提言８ 区民会議の情報発信の推進》 

区民会議 18に関する取組などについて、フォーラムの開催や広報紙の作成などに加

え、あらゆる機会を捉えて、多様な広報媒体を活用して継続的に広報することによ

り、多くの区民と区民会議に関する情報の共有を進めることについて提言がありま

した。  

 

(2) これまでの取組 

各区の区民会議は、現在、３期目がスタートしており、区民会議の会議開催や審

議結果については、市政だよりやホームページのほか、独自の広報誌において情報

発信を行っています。その他にも、様々な機会を捉えて広報媒体等を活用し、情報

提供の工夫を図っています。 

 また、各区とも、フォーラムや報告会等の形式で区民会議の活動状況を広く区民

に報告し、区民との意見交換を行う機会を設けています。 

 なお、平成 20 年度には、市民 3,000 人を対象に実施する「かわさき市民アンケ

ート」において、区民会議の認知度などを調査しました 19。 

 平成 22 年度には区民会議の制度の概要や各区の取組を紹介したパンフレットを

作成し、各区市政資料コーナー等で配布しました。また、タウンミーティングやフ

ォーラム等のイベントで配布するなど認知度向上のための取組を進めています。 

 

●各区における主な取組 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
18 自 治基 本 条例 第 22 条 の規 定に 基づ き、 区 民の 参加 と 協働 によ って 区 にお ける 地 域社 会の 課題 を 解決 する た め

の調 査審 議を 行 うた め、各 区に 設置 され て いま す。平 成 17 年度 に試 行 的に 実施 し、平成 18 年４ 月１ 日に 区 民会

議条 例が 施行 さ れ、 同年 か ら本 格実 施し ま した 。  
19 平 成 20 年 度「 かわ さ き市 民ア ンケ ート 」 にお ける 「 あな たは 、お 住 まい の区 の 区民 会議 につ い て知 って い ま

すか 」とい う質 問 に対 する 回答 は、「 内 容ま で知 って い る 」は 1.１％ 、「 ある こと は 知っ てい る 」は 18.4％ 、と い

う結 果で あり 、 この ２つ を 合わ せた 「知 っ てい る」 は 19.5％で した 。 

Ⅴ 区民会議の充実  

《各区で取り組んでいるもの》 

 ○「区民会議ニュース」など広報誌の発行 

 ○市政だよりの活用（特別号の発行等も含む） 

 ○ホームページの活用 

 ○フォーラム、報告会、パネル展などの開催 

 

《その他情報発信の取組の例》 

 ○区内のイベント等で区民会議の取組を報告（川崎区・中原区） 

 ○地域団体会合での報告（高津区） 

 ○イベント等での広報用チラシの配布（高津区） 

 ○出前報告会（フォーラム）の実施（高津区ほか） 

 ○提言の内容を区役所１階に展示（多摩区） 

 ○「区民会議ニュース」など広報誌を全ての町内会・自治会で 

  回覧（川崎区・中原区・高津区・宮前区・麻生区） 

「区民会議ニュース」の例 
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(3) 今後の取組 

   区においては、あらゆる機会を捉えて、多様な広報媒体や独自の情報誌の発行など 

 により、区民会議に関する広報の充実に取り組んでいきます。また、情報発信とと 

 もに区民との意見交換、連携の場でもあるフォーラムや報告会を行っていきます。 

また、団体推薦の委員に依頼し、出身母体を活用した周知を図ったり、多様な場

所で会議を開催したりするなど、区の地域特性に合った手法で区民会議の認知度の

向上と審議内容、取組状況の広報に努めていきます。 

  さらに、より多くの市民に区民会議の審議内容に関心を持ってもらい、協働のま 

 ちづくりを推進するため、ホームページやパンフレットなどを活用し、市民への浸 

 透を図ります。 

 

【具体的取組】 

取組内容 

【事務事業コード】 
取組の概要・方向性 所管局区

区民会議の取組・審議結果

の広報等 

 

【72401511～7】 

市 政 だ よ り 、 ホ ー ム ペ ー ジ 等 を 活 用 し 、 区 民 会 議 の 取 組 や

審 議 結 果 を 広 報 す る こ と を 通 し て 、 区 民 と の 情 報 共 有 を 図

ります。 

【具体的な取組】 

●広報の拡充による取組の周知と区民との情報共有の推進 

●区民会議に関する市民アンケートの実施【再掲】 

各区 

総 合 企 画

局 

フォーラム、報告会の開催

 

【72401511～7】 

各 区 に お い て 、 フ ォ ー ラ ム 、 報 告 会 等 を 開 催 す る こ と に よ

り 、 区 民 会 議 の 取 組 に つ い て 、 区 民 と の 意 見 交 換 、 連 携 の

場を創出します。 

【具体的な取組】 

● 区 民 会 議 に 関 す る 情 報 共 有 ・ 情 報 発 信 の 場 と な る フ ォ ー

ラム、報告会の開催 

各区 
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取組 11 区民会議と関係団体との連携の推進 

 

 

(1) 提言内容 

  《第１期委員会 提言８ 区民会議の情報発信の推進》 

地域の課題を解決していくためには、区民会議委員の出身母体 20や関係団体が連携

して課題解決に向けた取組に当たれるよう、事務局がコーディネート機能を果たし

ていくことについて提言がありました。  

 

(2) これまでの取組 

  区民会議で話し合われた審議結果については、その実践に向けて、事務局（区役所） 

 が委員の出身母体の団体等と調整し、役割分担などを協議しながら、地域課題の解 

 決に取り組んでいます。また、出身母体の団体や委員個人が有しているネットワー 

 クを活用して、その活動に広がりを持たせる工夫を施しています。 

 

●各区における主な 取組 

実施区 主な取組 

川崎区 
海風の森 をＭ ＡＺＵ つく る会、川 崎区 地域女性連 絡協議会 など の区民 団体 や環境局 地球

環境推進室などの関係部署と協力をして「環境の広場展」を開催した。 

幸区 

区内 23 カ所の避難所で避難所運営会議の順次立ち上げを行った。（平成 22 年 10 月現

在、17 カ所済）。うち 3 カ所で避難所開設訓練を行い、結果の検証を通してそれぞれ独

自の避難所運営マニュアルを策定し、効果的な運営の体制づくりを進めた。 

中原区 
自転車と 共生 するま ちづ くり委員 会（ 小杉地 区） と丸子地 区商 店街連 合会 が連携し て、

放置自転車対策を行った。 

高津区 
子育て情 報紙 「あっ たか つうしん 」編 集委員 と区 民会議女 性委 員との 防災 座談会を 開催

し、その結果を「あったかつうしん」で発信した。 

宮前区 

運動普及 推進 員連絡 協議 会と連携 して 、地域住民 による公 園体 操の立 ち上 げを支援 する

ほか、公 園体 操マッ プや オリジナ ル体 操をつくる ことなど のサ ポート をす ることで 公園

体操への参加者拡大を図った。 

多摩区 
外遊び実行委員会を立ち上げ、区民、行政の協働により、「こどもの外遊び事業」を行っ

た。 

麻生区 

区内保育 園、 こども 文化 センター 、老 人いこいの 家におい て、 専修大 学と の協働に よる

エコバックづくりを実施したほか、「川崎・しんゆり芸術祭」の開催に伴う美化清掃活動

を市民活動団体などと協働して行った。 

 

(3) 今後の取組 

  地域全体で課題を共有し、地域の資源を活かした取組につながるよう事務局のコ 

 ーディネート機能の強化に努めていきます。 

  すでに取組が行われているもので、継続的な活動が必要なものについては、団体 

 同士のネットワークを生かし、その活動の活性化を図るとともに、市民が主体性を 

 もって取り組めるような支援をしていきます。 

                                                   
20 区 民会 議 は、 公募 委員 、 団 体推 薦及 び区 長 推薦 の委 員 によ る 合 計 20 人 以内 の委 員で 構成 され ま す。 例え ば 宮

前区 区民 会議 の 場合 、次 の よう な委 員構 成 とし てい ま す。 

（１ ）公 募委 員 ：日 ごろ か ら感 じて いる 地 域の 課題 の 解決 に向 け、 意 欲や 熱意 の ある 方を 選任 し てい ます 。  

（２ ）団 体推 薦：川 崎市 区民 会議 条例 施行 規 則に 定め る 8 つの 分野 で活 動す る団 体 から 選任 して い ます 。（ ① 防 災

又は 地域 交通 環 境の 向上 な ど安 全で 快適 な 暮ら しを 支 える 分野 、② 福 祉の 推進 、 健康 の増 進な ど 幸せ な暮 ら しを

支え る分 野、 ③ 子育 て、 教 育な ど、 人を 育 て心 をは ぐ くむ 分野 、④ 緑 の保 全、 ご みの 抑制 など 自 然環 境又 は 生活

環境 を向 上さ せ る分 野、 ⑤ 産業 の振 興、 都 市拠 点の 形 成な どま ちの 活 力を 高め る 分野 、⑥ 文化 又 は観 光の 振 興な

どま ちの 魅力 を 発信 する 分 野、 ⑦地 域住 民 組織 活動 、 まち づく り活 動 など 市民 自 治を 推進 する 分 野、 ⑧① ～ ⑦の

ほか 、各 区の 特 性に 応じ た 課題 に関 する 分 野） 

（３ ）区 長推 薦 ：性 別、 世 代、 地域 バラ ン スな ど様 々 な視 点に 配慮 し なが ら選 任 して いま す。 
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【具体的取組】 

取組内容 

【事務事業コード】 
取組の概要・方向性 所管局区

地 域 課 題 解 決 の た め の 事

務局のコーディネート 

 

【72401511～7】 

 

区民会議の審議結果を反映し、地域課題を解決するために、

事 務 局 が 委 員 の 出 身 母 体 の 団 体等 と 調 整 を 図 り 、 協 働 に よ

る実践活動につなげます。 

【具体的取組】 

● 地 域 課 題 解 決 に 向 け て 、 今 ま で 以 上 に 区 と 関 係 団 体 が 協

働 し て 取 り 組 む こ と が で き る よ う な 調 整 機 能 を 強 化 す る 。

（川崎区） 

● 区 民 会 議 の 提 言 を 受 け 、 区 課題 と し て 事 業 展 開 し 、 協 議

会 等 の 立 ち 上 げ に 際 し て は 関 連団 体 に 協 議 会 へ の 参 加 を 呼

びかけ、協働して実践する。（幸区） 

● 事 務 局 に よ る 委 員 の 出 身団 体 や 地 域 の 関 係 団 体 と 調 整 を

行い、課題解決に向けた支援を行う。（中原区） 

● 課 題 把 握 か ら 課 題 解 決 ま で の 一 連 の 流 れ の 中 で 団 体 間 の

ネットワークを活かせるよう事務局が調整する。（高津区）

● 事 務 局 に よ る 関 係 団 体 と の 調 整 や 委 員 の ネ ッ ト ワ ー ク を

通じた人材の発掘により、実践活動につなげる。（宮前区）

● 事 務 局 と 区 民 会 議 委 員 が 情 報を 共 有 し 、 連 携 し て 課 題 解

決を行っていく。（多摩区） 

● 事 務 局 が 団 体 推 薦 委 員 に 個 別に 依 頼 し 、 実 践 活 動 へ と つ

なげていく。（麻生区） 

各区 

 

 

 

（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域社会の
課題

区民会議で
調査・審議

区役所
解決に向けた

参加・協働

課題
解決

審議
結果

区民会議で審議する課題を選定し、情報
の共有、専門部会での検討などにより課
題解決策をまとめます。

区民の自主的な取組、区民と区役所の協働、区役所
と関係局・機関との連携などにより、課題解決を進めま
す。

〔課題解決への取組〕

区民会議を通じた課題解決までの流れ
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取組 12 開かれた区民会議の推進 

 

 

(1) 提言内容 

  《第１期委員会 提言１０ 各区区民会議の交流の推進》 

  各区の区民会議委員が互いに課題解決の成功例を持ち寄るなど、情報交換を行い、 

 学び合うことにより、相互の連携を図り、それぞれの取組を発展させるため、各区 

 区民会議の交流の場を設定することについて提言がありました。 

 

  《第２期委員会 提言４ より開かれた区民会議》 

  区民会議の設置目的等について、委員間で共通理解をした上で審議を行うために 

 も、効果的な勉強会などを開催して委員間の共通認識が深まるよう努めるとともに、 

団体推薦の委員に比べて情報量等に格差があると考えられる公募委員については、 

公募委員の要請に基づき個別に説明するなど委員としての役割が十分果たせるよう 

事務局や委員同士がサポートを行うこと、また、区民会議においても市民参加を促 

進するため、審議や課題解決の過程になるべく多くの区民が参加できるよう、区民 

との対話や交流を行うなど地域に開かれた区民会議とすることについて提言があり 

ました。 

 

(2) これまでの取組 

区民会議委員同士の交流としては、第１期区民会議の委員について、平成２０年

３月１日の「第 6 回市民自治創造・かわさきフォーラム」において「区民会議フォ

ーラム」を開催しました。 

また、第２期区民会議の委員についても、平成２２年３月１４日の「かわさき自

治推進フォーラム２０１０」において「区民会議交流会」を開催しました。 

各区においては、区民会議の取組、審議結果を報告するフォーラムや報告会を開

催することにより、区民との意見交換、交流の場を設けています。 

なお、第３期区民会議については、平成２２年４月及び 7 月に各区で発足してお

り、事務局が事前の勉強会を開催するなど新しい委員へのサポートを行いました。 

 

●各区の主な 取組（第 2 期区民会 議の例） 

実施区 取組内容 

川崎区 

●区民会議集会を開催 

●区民アンケートの実施 

●区民の 意見 を区民 会議 の取組に 反映 させる こと などを目 的と した「 区民 ポスト」 の設

置（６カ所及びホームページ上にフォームメール機能を利用して設置） 

幸区 ●区民会議フォーラムの実施（２回） 

中原区 ●市民報告会の開催（報告書とりまとめ後） 

高津区 

●最終報 告書 とりま とめ 前に、審 議テ ーマ（地域 防災とコ ミュ ニティ ）に 関する区 民フ

ォーラムを開催 

●出前ミニ報告会の開催 

 （成果報告として各団体の会合等の機会を捉えての報告と区民からの意見聴取） 

●区役所に「課題提案箱」を設置 

宮前区 

●区民会議フォーラムの開催 

（審議状況の中間報告・総括報告、区民との意見交換、交流） 

●より傍 聴し やすい 環境 を整備す るた め、有 馬野 川生涯学 習支 援施設 など 区役所以 外の

会場で全体会を開催 
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多摩区 
●区民会議フォーラムの開催（報告書とりまとめ前） 

※できるだけテーマごとに意見交換を行うために、会場を２つに分けて実施 

麻生区 

●出前フォーラムの開催（３回） 

（第 1 期区民会議の取組及び第 2 期区民会議の取組課題や課題解決に向けた検討経過

についての報告と意見交換） 

●区民会議フォーラムの開催 

●生ごみリサイクルと地産地消フォーラムの開催 

●身近な地域の課題や区民会議への意見を募るための「提案箱」を区役所に設置 

 

(3) 今後の取組 

今後も、委員同士の情報交換を図り、区民会議の発展につなげるための、区民会 

 議委員同士の交流会の開催を継続的に実施していきます。 

また、市政だよりやホームページ、「区民会議ニュース」などの広報媒体を活用し 

 て区民会議の取組を広報することにより、より参加しやすい働きかけを行います。 

  具体的には、フォーラムなどへの参加の促進を図り、区民意見の把握や区民との 

 交流を行うとともに、地域課題の集約を行うための提案箱やニーズ調査、アンケー 

 トなどを活用しながら、審議や課題解決の過程でなるべく多くの区民との対話や交 

 流を行うなど地域に開かれた区民会議に向けた取組を進めます。 

  さらに、区民会議委員間の共通認識が深まるような効果的な勉強会の機会を設け 

 るなどの取組を進めるとともに、区民会議を担当する職員による情報交換を継続し 

 て行い、課題の共有化や運営の改善を図っていきます。 

 

【具体的取組】 

取組内容 

【事務事業コード】 
取組の概要・方向性 所管局区

よ り 開 か れ た 区 民 会 議 の

推進 

市政だより、ホームページ、「区民会議ニュース」などの広

報 媒 体 を 活 用 し て 区 民 会 議 の取 組 を 広 報 す る こ と に よ り 、

より参加しやすい働きかけを行います。 

【具体的な取組】 

● 区 民 と の 意 見 交 換 、 連 携 の場 と な る フ ォ ー ラ ム 、 報 告 会

などへの参加の促進 

● 市 政 だ よ り 、 ホ ー ム ペ ー ジ等 を 活 用 し た 、 区 民 会 議 の 取

組や審議結果の広報【再掲】 

各区 

総 合 企 画

局 

区 民 会 議 委 員 同 士 の 交 流

の場の設定 

 

【72401510】 

各 区 の 区 民 会 議 委 員 が 参 加 す る交 流 会 を 開 催 す る こ と に よ

り 、 委 員 同 士 の 情 報 交 換 を 図り 、 区 民 会 議 の 発 展 に つ な げ

ます。  
【具体的な取組】 

●区民会議交流会の開催 

総 合 企 画

局 

区 民 会 議 委 員 へ の サ ポ ー

トの実施 

 

【72401511～7】 

区 民 会 議 委 員 間 の 共 通 認 識 が深 ま る よ う な 機 会 を 設 け る な

どの取組を進めます。  
【具体的な取組】 

●効果的な勉強会等の開催 

● 区 民 会 議 委 員 が 役 割 を 十 分果 た せ る よ う な 事 務 局 や 委 員

同士のサポート 

各区 

区 民 会 議 を 担 当 す る 職 員

の情報交換 

 

【72401511～7】 

区 民 会 議 を 担 当 す る 職 員 が 区 民会 議 に 関 す る 情 報 交 換 を 行

い、課題の共有化や運営の改善を図ります。  
【具体的な取組】 

●区民会議担当職員の情報交換 

総 合 企 画

局 

各区 
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第第４４章章  自自治治基基本本条条例例にに基基づづくく主主なな取取組組状状況況  
 
 自治基本条例は、地方分権の時代にふさわしい市民の信託に基づく市政運営を行っ

ていくことを目的として、市政運営に市民が主体的に参加することなどを原則とする

市民自治の基本理念、本市の自治の基本を定める最高規範としての位置づけ、情報共

有、参加、協働という自治運営の基本原則、自治の基本理念を具現化するための制度

構築等について規定しています。 

 条例に基づくこれまでの取組として、区民会議条例、パブリックコメント手続条例、

住民投票条例をはじめとした自治運営の仕組みを構築してきました。 

 

 この章では、川崎市における市民自治に関する取組を俯瞰的に捉えるため、自治基

本条例の条文ごとの主な取組状況をまとめています。（平成２１年度末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自治基本条例の構成】 

１ 目的（第1条）

市民自治の確立

２ 位置付け等(第2条） ３ 定義（第3条）

４ 基本理念（第4条） ５ 自治運営の基本原則(第5条）

最高規範性 市民／ 参加 ／協働

市民自治の確立を目指すための基本理念
市民の自治／市民の手による自治／市民のための自治

情報共有の原則／参加の原則 ／協働の原則

第一章 総則

第二章 自治運営を担う主体の役割・責務等

１ 市民(第6～9条） ２ 議会(第10～12条）

３ 市長等（第13～22条）

１ 情報共有による自治運営(第23～27条）

国や他の自治体との関係(第34条）

２ 参加及び協働による自治運営(第28～32条）

３ 自治運営の制度等の在り方についての調査審議(第33条）

第三章 自治運営の基本原則に基づく制度等

市長等 行政運営等 区
○市長の設置 ○行政運営の基本等 ○財政運営等 ○区及び区役所の設置 ○区長の設置・役割
○市長等の権限・責務等 ○評価 ○苦情、不服等に対する措置 ○必要な組織の整備等 ○区民会議

○市民の権利 ○市民の責務
○事業者の社会的責任 ○コミュニティの尊重等

○議会の設置 ○議会の権限・責務
○議員の責務

○情報提供 ○情報公開 ○個人情報保護
○会議公開 ○情報共有の手法等の整備

○多様な参加の機会の整備等 ○審議会等の市民委員の公募
○パブリックコメント手続 ○住民投票制度
○協働推進の施策整備等

自治推進委員会

国や他の自治体との相互協力等

第四章 国や他の自治体との関係
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１ 自治運営を担う主体の役割、責務等の取組 

 

第８条 事業者の社会的責任 
これまでの主 な取 組  

制 度 ・施 策 名  H17 

年 度  

H18 

年 度  

H19 

年 度  

H20 

年 度  

H21 

年 度  

●国 連 グローバル・コンパクト 

国 連が提 唱 した取 組。「人 権 」、「労 働」、「環 境」、「腐 敗 防 止」

の 4 分 野 からなる 10 原 則 。 

 

        

●かわさきコンパクト 

国 連グローバル・コンパクトの理 念を市 内で展 開。市 が提 唱 し、

企 業・組 織、市 民が自 発 的 に参加 。 

   

      

●総 合 評 価 一 般 競 争 入 札 制 度  

審 査 基 準による評 価 。社 会 貢 献 度、性 能 等、及び入 札 金 額を

総 合 的に評 価 し、最 高 の評 価 点となった者 を落札 者 とする方

式。 

   8 件 21 件 33 件

 

第９条 コミュニティの尊重等 

これまでの主 な取 組  

制 度 ・施 策 名  H17 年 度  

以 前  

H17 

年 度  

H18 

年 度  

H19 

年 度  

H20 

年 度  

H21 

年 度  

●町 内 会 ・自 治 会 への支 援  

町 内 会・自治 会 の活 動、自 主 防 災や

資 源 集 団 回収 など市 民 の活 動 に対 す

る補 助・助成 金 、奨励 金 等 の支援 

 

     

加 入 世 帯 数 （世 帯 ）  416,509 420,890 426,437 432,891 434,328

加 入 率 （毎 年 度 4 月 1 日 現 在 ）  70.5％ 70.1％ 69.2％ 68.3％ 67.1％

●市 民 活 動 推 進 委 員 会  

市 民 活 動 支援 指 針（H13.9 策 定）の円

滑 な執 行 と、市 民 活 動 の一 層 の活 性

化 を目 的 に設 置。 

○第 1 期 委

員 会 （ 中 間

支 援 組 織 、

活 動 資 金） 

H14.1 発 足

○第 2 期委 員

会 ( 市 民 活 動

の評価 ) 

○第 3 期 委 員 会 

( 人 材 育 成 、 情 報

共 有 、 こ れ ま で の

市 民 活 動 支 援 施

策 の検 証 ) 

○第 4 期 委 員 会 

( 協 働 型 事 業 の 推

進 に関 する検 証) 

●都 市 型 コミュニティ検 討 委 員 会  

都 市 化 の進 んだ大 都 市 川 崎 市 におけ

る地 域 コミュニティの活 性 化 の方 策 に

ついて調 査 審 議。 

   
○都 市 型 コミュニテ

ィ検 討 委 員 会 

        ●かわさき市 民 公 益 活 動 助 成 金 制 度  

活 動 の推 進 と 将 来 の運 営 の自 立 ・発  

展 を目 的 とし、市 内 でボランティア・市

民 活 動 団 体 が 行 う 「 公 益 事 業 」 を 支

援。 

○助 成 金 制

度 創 設 

（H16）         

 

第１１条 議会の権限及び責務 
  

 第１１条（議会の権限及び責務）の主な取 組としては、市 の重 要な意 思 決 定 、市 の事 務に関 する監 視 、政 策

の立案 等 を行っている。その行 使に当 たっては、市 民の意 思が適 切 に反 映されるよう必 要かつ十分 な会 議 を行 うと

ともに、議 会 活 動 について市 民との情 報の共 有 化を図 り、開かれた会 議 運 営に努 めている。 

 また、平 成 21 年 7 月 には、議 会 及び議 員 の在り方 等に関する基 本 的 事 項を定 め、市 民に開 かれた議 会 の実 現 を

図 ることにより、市 民の福 祉 の向上 及 び市 政の発 展 に寄 与するために議 会 基 本 条 例 を施行 した。 

 

 

 

 

 

 

○国 連 グローバル・コンパクトに署名 

（H18.1） 

○ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝﾊﾟｸﾄ ○市 民 ｺﾝﾊﾟｸﾄ 

の登 録 開 始     の登 録 開 始

ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ助成（10 万 円 以 内）

ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ助成（コース別に 200 万 円～30 万 円 以 内）

17 団 体  19 団 体 21 団 体  21 団体 28 団 体

27 団 体  29 団 体 33 団 体  42 団体 41 団 体
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第１５条 行政運営の基本等 

これまでの主 な取 組  

制 度 ・施 策 名  H 17 年 度 以

前  
H17 年 度 H18 年 度 H19 年 度 H20 年 度

H21 年

度  

●新 総 合 計 画  

社 会 経 済 環 境 の変 化 に的 確 に対 応 し

た、 本 市 が進 めるま ち づくり の基 本 方

針。 

  

        

●行 財 政 改 革 プラン 

効 率 的かつ健 全な行 財 政 基 盤を確 立

し、社 会 経 済 環境 の変 化 に的 確に対

応するためのプラン。 

          

※平成 22 年度末に第 3 期実行計画及び新たな行財政改革プランを策定予定 

※平成 22 年度末に財政フレームを策定予定  

 
第１８条 苦情、不服等に対する措置 

これまでの主 な取 組  

制 度 ・施 策 名  H17 

年 度 以 前

H18 

年 度  

H19 

年 度  

H20 

年 度  

H21 

年 度  

●市民オンブズマン制度 

市民からの市政に関する苦情の申立て処理や市政

の監視を行い、必要に応じて市に対して勧告又は意

見を述べる。 

  

        

受付件数  120 117 105 138     99

●人権オンブズパーソン制度 

いじめ、虐待など子どもの権利の侵害やＤＶ、セク

ハラなど男女平等にかかわる人権侵害の相談、救済

の申立てを受ける。 

  

        

受付件数  414 449 364 370    368

 

第２２条 区民会議 

これまでの主 な取 組  
制 度 ・施 策 名  

H17 年 度  H18 年 度  H19 年 度 Ｈ20 年 度  H21 年 度  

●区民会議 

区民の参加と協働による区に

おける地域社会の課題の解決

を図るために調査審議を行う。 

○区 民 会 議

試 行 実 施

 

  

 

  

第１６条 財政運営等 

これまでの主 な取 組  
制 度 ・施 策 名  

H17 年 度 以 前 H17 年 度 H18 年 度 H19 年 度 H20 年 度 H21 年 度

●中期財政収支見通しの策定 

●財政の健全性の確保 

●財政に関する情報の公表 

    

  

  

    

第１７条 評価 
これまでの主 な取 組  

制 度 ・施 策 名  
H17 年 度 H18 年 度 H19 年 度 H20 年 度 H21 年 度

●政策評価委員会 

施策評価を実施し、新総合計画の進行管理と事

業等の成果を市民に明らかにし、効率的・効果

的な行政運営に取り組む。 

会議開催回数 3 4 4 4 4

意見提出件数 36 21 21 27

○新 総 合 計 画 策 定 

第１期 実 行 計画 策 定

（H17.3） 

○第２期 実 行 計 画 策 定 

（H20.3） 

○第 1 次（H14.9 策 定） 

○第 2 次（H17.3 策 定） 

○新 行 財 政 改 革プラン策 定

（H20.3） 

○第 1 期 区 民 会 議（H18 年 度、H 19 年 度） 

○第 2 期 区 民 会 議 

 （H20 年 度、H21 年 度） 

○政 策 評 価 委 員 会（第 1 期 ） 

○第 2 期 ○第 3 期

○市 民オンブズマン条 例（Ｈ2.11） 

○人 権オンブズパーソン条 例（Ｈ14.4） 

○区 民 会 議 

条 例 施 行

（Ｈ18.4） 

※平成 22 年 4 月及び 7 月に第 3 期区民会議がスタート  

○財 政 フレームの策 定（Ｈ14.9） 

○財 政 フレームの策 定（Ｈ17.3） 
○財 政 状 況 一 覧 表の作 成・開 示（H17） 

○財 政 フレームの策 定（Ｈ20.3） 

○「財 政 のあらまし」の公 表
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２ 自治運営の基本原則に基づく制度等の運営状況等 

 

自治基本条例では、38・39 ページで掲載した行政運営の基本等を前提として、

参加と協働によるまちづくりを推進していくために必要な区に関する取組や自治運

営の基本原則に基づく制度等について体系化されています。 

ここでは、それぞれの制度等がどのように整備されているのか、また、市民自治

の推進の方向に沿っているのかなど、自治運営の基本原則（情報共有、参加及び協

働）の視点から、これまでの主な取組と成果等についてまとめています。 

 

第２３条 情報提供 

これまでの主 な取 組  
制 度 ・施 策 名  

H17 年 度 H18 年 度  H19 年 度 H20 年 度 H21 年 度

●市 政 だよりの発 行 、テレビ・ラジオなどによる広 報  

●インターネット、メールマガジン等 による広 報 拡 大

●市 民 便 利 帳 の配 布  

 

 

 

 

 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ（HP）ｱｸｾｽ件 数  単 位 :万 件    350 350 385

●記 者 会 見 、報 道 への資 料 提 供 、取 材 対 応 の実 施
 

 

報 道 への資 料 提 供 の件 数  1,655 1,705 1,586 1,766 1,933

●要 綱 等 の公 表  

※要 綱は H19.7 から、要領 等は H19.11 から実 施  

  

  
  

公 表 件 数    2,664 2,764 3,027

 

第２４条 情報公開 

これまでの主 な取 組  
制 度 ・施 策 名  

H17 年 度 以 前  H17 年 度 H18 年 度 H19 年 度 H20 年 度 H21 年 度  

● 情 報 共 有 、 情 報 後 悔

の 推 進 （ 情 報 公 開 条

例 ） 

情 報 公 開 制 度 に 基 づ く

市 民の知 る権 利 の保 障。 

 

          

公 文 書 開 示 請 求 件 数    1,013 1,062 867 947 1,035

 

第２５条 個人情報保護 

これまでの主 な取 組  

制 度 ・施 策 名  H17 年 度

以 前  

H17 

年 度  
H18 年 度 H19 年 度 H20 年 度 H21 年 度  

●個 人 情 報 の保 護  

（個 人 情 報 保 護 条 例 ） 

市 が保 有 する個 人情 報 につ

いて、開 示、訂 正、利 用 の停

止 等の請 求 する権利 の保 障 。 

 

          

保 有 個 人 情 報 開 示 等 請 求 件 数   132 163 209 168 232

 

 

 

 

 

○市 のイベント情 報 などを記 載 した「報 道 掲 示 板 」

により記 者 クラブへ情 報 提 供 （H18.7 設 置） 

○インターネット及 び区
役 所 等で閲 覧開 始

S61.1 施 行 

○個 人 情 報 保 護 制 度の広 報（市 民 向けリーフレットの配 布）

○個 人 情 報 保 護 研 修 会の実 施 
○条 例 の一 部 改 正（H17.4） 

○電 子 申 請 による請 求 手 続 を導入（H19.1） 

S59.10 施 行 

※情 報 公 開 法 施 行に合 わせ、H13.4 に全部 改 正 

○電 子 申 請 による請 求 手

続 を導 入（H18.7） 

○ 電 磁 的 記 録 の 複

写 媒 体 に CD、MO

を追加（H21.9） 

○ 無 料 で

製 作 し た

市 民 便 利

帳 の配 布 

○アクセシビリティの向 上 を図 る
ため「定 型テンプレート」を導 入 

○メールニュース 
かわさき配 信 開 始
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第２６条 会議公開 

これまでの主 な取 組  
制 度 ・施 策 名  

H17 年 度 H18 年 度 H19 年 度 H20 年 度  H21 年 度

●審 議 会 等 会 議 の公 開  

（審 議 会 等 の会 議 の公 開 に関 する条 例 ） 

審 議 会 等の開 催 のお知 らせを情報 プラザ・公

文 書 館に常 備。HP に開 催 日 を掲 載  

 

  

 

 

対 象 となる審 議 会 等  267 275 246 245 256

傍 聴 人  707 1,086 661 804 676

 
第２７条 情報共有の手法等の整備 

これまでの主 な取 組  
制 度 ・施 策 名  

H17 年 度 H18 年 度  H19 年 度  H20 年 度 H21 年 度  

●総 合 コンタクトセンターの設 置 ・運 営  

市 政に関 する問 い合 わせ、提 案、要 望、苦

情などを一 元 的 に受け付ける「サンキューコ

ール」を運 営 

 

   

    

問 い合 わせ件 数   

①サンキューコール  ②本 庁 代 表 電 話  

③区 役 所 代 表 電 話  

  ①3,142
①17,193

②142,236

①33,591

②105,710

③70,409

①39,310

②97,875

③70,986

FAQ 件 数  1,538 1,658 1,767 1,815 1,874

●ＩＴを活 用 した参 加 と協 働の仕 組 みづく

り 
  

 

     

 

第２８条 多様な参加の機会の整備等 

これまでの主 な取 組  
制 度 ・施 策 名  

H17 年 度  H18 年 度 H19 年 度 H20 年 度 H21 年 度  

●多 様 な参 加 の機 会 の整 備  

多 様な手 法により、市 政 に対 する意 見、要

望、評 価などを聴 く機 会 を設 ける。 

 

    

＜市 長 への手 紙  件 数 ＞ 1,958 1,616 1,746 1,407 1,323

＜かわさき市 民 アンケート 回 答 数 ＞ 

上 段 ：1 回 目 、下 段 ：2 回 目 （H18 年 度 から年 2 回 ） 
65.9% 

46.3%

42.3%

48.2%

43.6%

41.0%

47.0%

 49.0%

 47.5%

※このほか、全市を対象とした重要な政策課題の説明会として、「CC かわさき環境ミーティング」 

 （H20・21）、「第 4 期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定説明会」（H20）を開催 

※平成 22 年 10 月に「川崎再生フロンティアプラン 第３期実行計画素案」「新たな行財政改革プラ 

 ン素案」をテーマに、7 区でタウンミーティングを開催 

 

第２９条 審議会等の市民委員の公募 
これまでの主 な取 組  

制 度 ・施 策 名  
H17 年 度 H18 年 度 H19 年 度 H20 年 度 H21 年 度

●附 属 機 関 等 の設 置 等 に関 する要 綱  

●附 属 機 関 等 の委 員 公 募 実 施 指 針  

市 の計 画 、施策 等 の策 定などについて、審 議 会 等を

設 置する際は、市 民 公 募 委 員 が含 まれることを原 則と

する。 

 

    

公 募 委 員 を含 む審 議 会 の数   62(29.5%) 73(31.3%) 75(30.9%)

 

 

 

 

○市 民 意 識 実 態 調 査 年１回 1,500 名 

○市 民 アンケート H18 見 直 し

年 2 回 各 3,000 名

H9.7 施 行

H9.7 施 行

○サンキューコールかわさきの本格 運 用 開 始（H18.4） 

○ｲﾍﾞﾝﾄ案 内 、予 約 受 付 業 務 開 始（Ｈ18） 

○同 業 務 拡 大（H19） 
○区 役 所 代 表 電 話 交 換業

務 統 合（2 区・H20.4）

○宮 前 区と民 間 のポータルサイトとの連 携 による 

地 域ポータルサイトの開 始(H18.7～) 

○民 間 地 域 ポータルサイト（全 市 版）

の活用（H20．1～） 

○ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 

リニューアル（H20.2） 
H11.4 施 行
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第３０条 パブリックコメント手続 

これまでの主 な取 組  
制 度 ・施 策 名  

H17 年 度 H18 年 度 H19 年 度 H20 年 度 H21 年 度

●パブリックコメント手 続 条 例  

市 民 生 活にとって重 要な政 策 等の案 について、意 見を

募り、提出された意 見 を考 慮 して政 策 等を定 める制 度。

    

 

    

パブリックコメント件 数 /意 見 数  

 
    75/1,542 54/3,239 45/2,251

 

第３１条 住民投票制度 
これまでの主 な取 組  

制 度 ・施 策 名  
H17 年 度 H18 年 度 H19 年 度 H20 年 度 H21 年 度  

●住 民 投 票 条 例  

市 政の重 要 事 項 について、賛 成、反 対 の

いずれかで住 民 の意 思 を確 認する制 度。 

 

   

 

 
第３２条 協働推進の施策整備等 

これまでの主 な取 組  
制 度 ・施 策 名  

H17 年 度  H18 年 度  H19 年 度  H20 年 度  H21 年 度  

●協 働 型 事 業 のルール 

市 民 活 動 団体 と行 政 が共 通

目 標に向 かって協 働で行 う

事 業を実 施 する際 の基 本 的

な考 え方や手 順 を示すも

の。 

    

○協 働 型 事 業

のルールの

策 定 

（H20.2） 

  

  

協 働 型 事 業 の数        86 87

 

第３３条 自治運営の制度等の在り方についての調査審議 

これまでの主 な取 組  
制 度 ・施 策 名  

H17 年 度  H18 年 度  H19 年 度  H20 年 度  H21 年 度  

●自 治 推 進 委 員 会 の運 営  

自 治 運 営の基 本 原 則（情 報 の共

有、参 加 及び協 働）に基づく制 度

等 の在 り方について調 査 審 議す

る。 

 

 

   

※平成 22 年 12 月に第 3 期自治推進委員会がスタート 

３ 国や自治体との関係の運営状況等  

第 34 条の主な取組としては、神奈川県と対等な立場で相互に協力し、市政運営

に当たるとともに、他の自治体と共通する広域的な課題に対しては、全国市長会、

指定都市市長会、九都県市首脳会議などで、国への施策提言や要望活動、調査研究

等、積極的な連携を図っています。また、県市間においては、県の「事務処理の特

例に関する条例」に基づく県から市への権限移譲の取組を進めています。 

なお、川崎市としては、庁内の川崎市地方分権推進会議等を通じて、地域主権改

革への対応を推進するとともに、平成２２年１０月、新たな大都市制度や真の分権

型社会にふさわしい税財政制度のあり方など、本市の地方分権の推進に関する基本

的な考え方をとりまとめた「地方分権の推進に関する方針」を策定しました。 

○パブリックコメント手 続 条 例 施 行

（H19.4） 

○協 働 推 進 

窓 口の設 置

（H20.7） 

 

○第１期 自 治 推 進 委 員 会 

設 置（H19.2～H20.3） 
○第 2 期 自 治 推 進 委 員会  

  設 置（H20.11～H22.3） 

○川 崎 市 住 民 投 票 条 例

の施行（H21.4） 
○住 民 投 票 制 度 

検 討 委 員 会(H17.12～H18.9)
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川崎市自治基本条例 

 
 

平成１６年１２月２２日 

川崎市条例第６０号 

 

 前文 

 第１章 総則（第１条～第５条） 

 第２章 自治運営を担う主体の役割、責務等 

  第１節 市民（第６条～第９条） 

  第２節 議会（第１０条～第１２条） 

  第３節 市長等 

   第１款 市長等（第１３条・第１４条） 

   第２款 行政運営等（第１５条～第１８条） 

   第３款 区（第１９条～第２２条） 

 第３章 自治運営の基本原則に基づく制度等 

  第１節 情報共有による自治運営（第２３条～第２７条） 

  第２節 参加及び協働による自治運営（第２８条～第３２条） 

  第３節 自治運営の制度等の在り方についての調査審議（第３３条） 

 第４章 国や他の自治体との関係（第３４条） 

 附則 

 

 

私たちのまち川崎市は、多摩川や多摩丘陵の自然に恵まれ、我が国産業を支える拠点を擁した多様な顔を

持つ都市として、公害や急速な都市化の進行への対応など、高度成長期の大都市が抱えた課題の克服に、全

市民の英知を結集しながらその歩みを進めてきました。 

今、成長と拡大を基調としてきた社会の仕組みや制度の再構築が求められ、少子高齢社会への対応や地球

環境への配慮が求められる中で、改めて暮らしやすい地域社会とは何か、自治とは何か、市民と自治体の関

係や自治体と国の関係はどうあるべきかが問われています。 

私たち市民は、私たち自身が、このような地域社会の抱える課題を解決する主体であることを改めて確認

するとともに、信託した市政が、私たちの意思を反映して行われるよう、その運営に主体的に参加し、また、

国や神奈川県と対等な立場で相互協力の関係に立って、自律的運営を図り、自治体としての自立を確保する

必要があります。 

こうした市民自治の基本理念を確認し、情報共有、参加及び協働を自治運営の基本原則として、行政運営、

区の在り方、自治に関する制度等の基本を定め、市民自治を確立するため、ここに川崎市自治基本条例を制

定します。 

そして、私たち市民は、人類共通の願いである恒久平和と持続可能な社会が広く世界に築かれることを希

求し、川崎市民としての誇りを持ち、一人ひとりの人権が尊重される「活力とうるおいのある市民都市・川

崎」の創造を目指します。 

 

第１章 総則 
（目的） 

第１条 この条例は、本市における自治の基本理念と自治運営の基本原則を確認し、自治運営を担う主体

である市民、議会及び市長その他の執行機関（以下「市長等」といいます。）の役割、責務等を明らかに

するとともに、行政運営、区の在り方、自治運営の基本原則に基づく制度等本市の自治の基本を定める

ことにより、市民自治を確立することを目的とします。 

（位置付け等） 

第２条 この条例は、本市の自治の基本を定める最高規範であり、市は、自治運営に関する他の条例、規

則等の制定改廃及び運用に当たっては、この条例の趣旨を尊重し、この条例との整合を図ります。 

２ 市民及び議員、市長その他の市の公務員は、この条例に定められたそれぞれの役割、責務等に従い、

本市の自治運営を担っていきます。 

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによりま

す。 
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(１) 市民 本市の区域内に住所を有する人、本市の区域内で働き、若しくは学ぶ人又は本市の区域内に

おいて事業活動その他の活動を行う人若しくは団体をいいます。 

(２) 参加 市民が、暮らしやすい地域社会をつくるために、市政に主体的にかかわり、行動することを

いいます。 

(３) 協働 市民及び市が、共通の目的を実現するために、それぞれの役割と責任の下で、相互の立場を

尊重し、対等な関係に立って協力することをいいます。 

（基本理念） 

第４条 市民及び市は、次に掲げることを基本理念として市民自治の確立を目指します。 

(１) 市民は、地域社会の課題を自ら解決していくことを基本として、その総意によって市を設立し、地

域社会における自治の一部を信託していること。 

(２) 市民は、その信託に基づく市政に自ら主体的にかかわることにより、個人の尊厳と自由が尊重され、

市民の福祉が実現される地域社会の創造を目指すこと。 

(３) 市は、国及び神奈川県と対等な立場で相互協力の関係に基づいた自律的運営を図り、自治体として

の自立を確保すること。 

（自治運営の基本原則） 

第５条 市民及び市は、次に掲げる原則に基づき、自治運営を行います。  

(１) 情報共有の原則 市政に関する情報を共有すること。 

(２) 参加の原則 市民の参加の下で市政が行われること。 

(３) 協働の原則 暮らしやすい地域社会の実現に寄与するよう協働を行うこと。  

２ 市は、参加又は協働による自治運営に当たっては、参加又は協働をしないことによって、市民が特別

の不利益を受けることのないようにします。 

第２章 自治運営を担う主体の役割、責務等 
 第１節 市民 

（市民の権利） 

第６条 市民は、すべて人として尊重され、平和で良好な環境の下で、自らの生命、自由及び幸福追求に

対する権利が保障され、自己実現を図ることができるほか、自治運営のために、次に掲げることができ

ます。 

(１) 市政に関する情報を知ること。 

(２) 政策の形成、執行及び評価の過程に参加すること。 

(３) 市政に対する意見を表明し、提案をすること。 

(４) 行政サービスを受けること。 

（市民の責務） 

第７条 市民は、自治運営において、次に掲げることを行うものとします。 

(１) 互いの自由と人格を尊重し合うこと。 

(２) 参加及び協働に当たり、自らの発言と行動に責任を持つこと。 

(３) 次の世代に配慮し、持続可能な地域社会を築くよう努めること。 

(４) 市政の運営に伴う負担を分担すること。 

（事業者の社会的責任） 

第８条 事業者は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を自覚し、地域社会との調和を図り、暮

らしやすい地域社会の実現に寄与するよう努めるものとします。  

（コミュニティの尊重等） 

第９条 市民は、暮らしやすい地域社会を築くために、コミュニティ（居住地、関心又は目的を共にする

ことで形成されるつながり、組織等をいいます。以下同じ。）をそれぞれの自由意思に基づいて形成する

ことができます。 

２ 市民及び市は、暮らしやすい地域社会の担い手であるコミュニティの役割を尊重するものとします。 

３ 市は、コミュニティの自主性及び自律性を尊重しながら、コミュニティにかかわる施策を推進します。 

第２節 議会 

（議会の設置） 

第１０条 市に、議事機関として、選挙によって選ばれた議員で構成される議会を設置します。 

（議会の権限及び責務） 

第１１条 議会は、市の重要な意思決定、市の事務に関する監視、政策の立案等を行います。 

２ 議会は、前項の権限を行使するに当たり、市民の意思が適切に反映されるよう必要かつ十分な会議を

行うとともに、議会活動について市民との情報の共有化を図り、開かれた議会運営に努めます。 
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（議員の責務） 

第１２条 議員は、地域の課題や市民の意見を把握するとともに、市政全体の観点から的確な判断を行う

ことにより議会が前条第１項の権限を適切に行使できるよう努めます。 

２ 議員は、市民に開かれた議会運営の実現に寄与するための活動を行うよう努めます。 

 

第３節 市長等 

第１款 市長等 

（市長の設置） 

第１３条 市に、選挙によって選ばれた市の代表である市長を設置します。 

（市長等の権限、責務等） 

第１４条 市長は、この条例に基づいて自治を運営するとともに、市民の福祉の増進を図るため、市政全

体の総合的な調整その他の権限を行使します。 

２ 市長等は、自らの判断と責任においてその所掌する事務を誠実に執行するとともに、相互の連絡を図

り、一体として、行政機能を発揮します。 

３ 職員は、市民と共に自治を運営する者としての認識に立ち、職務を誠実かつ公正に執行します。 

第２款 行政運営等 

（行政運営の基本等） 

第１５条 市は、その将来像を示す総合的な計画を策定し、部門別の基本計画等と調整を図りながら、計

画的な行政運営を行います。 

２ 行政運営は、次に掲げることを基本として行います。 

(１) 市政に関する情報は、市民の財産であり、その適切な発信及び管理を市民からゆだねられているこ

とを踏まえて、情報の共有を推進すること。 

(２) 市民の意思を市政に適切に反映するため、市民の参加を推進すること。 

(３) 市民からの提案等に的確に応答すること。 

(４) 市民の自主的な活動を尊重するとともに、市民との協働による施策、事業等の推進を図ること。 

(５) 施策、事業等の実施に当たっては、公正性及び公平性を確保するとともに、効率的、効果的かつ総

合的に行うこと。 

(６) 法令の解釈及び運用に当たっては、この条例の趣旨にのっとり、市民の福祉の増進を目的として行

うこと。 

３ 市の組織は、簡素で、効率的かつ機能的なものとなるよう社会環境の変化等に的確に対応して整備し

ます。 

４ 市長は、市の出資法人がその目的や趣旨に沿って運営されているか等について、当該出資法人（市長

が所管するものに限ります。）又は当該出資法人（市長が所管するものを除きます。）を所管する執行機

関若しくは公営企業管理者に対して適切な指導及び調整を行います。 

（財政運営等） 

第１６条 市長は、中長期的な展望に立って、計画的な財政運営を図るとともに、評価等に基づいた効率

的かつ効果的な行政運営を行うことにより、財政の健全性の確保に努めます。 

２ 市長は、財政状況に係る情報並びに予算の編成及び執行に係る情報を分かりやすく公表することによ

り、財政運営の透明性の確保に努めます。 

３ 市長、教育委員会及び公営企業管理者は、その所管する財産の適正な管理及び効率的な運用を行い、

市長は、その状況について、分かりやすく公表するよう努めます。 

（評価） 

第１７条 市長等は、効率的かつ効果的な行政運営を行い、第１５条第１項の総合的な計画の着実な実行

と進行管理を行うとともに、施策、事業等の成果を市民に明らかにするため、評価を実施します。 

２ 評価の指標等は市民の視点に立脚したものとし、評価の結果は市民にとって分かりやすいものとしま

す。 

３ 市長等は、前項の評価の結果を公表するとともに、施策、事業等に適切に反映させます。 

（苦情、不服等に対する措置） 

第１８条 市に、市民の市政に関する苦情、不服等について、簡易迅速にその処理、救済等を図る機関を

置きます。 

２ 前項に定めるもののほか、市は、市民の権利利益の保護に必要な措置を講じます。 

第３款 区 

（区及び区役所の設置） 

第１９条 市に、本市の区域を適正な規模の区域に分けて、身近な行政サービスを効率的、効果的かつ総

合的に提供し、参加及び協働による暮らしやすい地域社会を築くため、それぞれの区域を単位として区
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を設け、区役所を置きます。 

（区長の設置及び役割） 

第２０条 それぞれの区役所にその長として区長を置き、区長は、区役所における事務を処理します。 

２ 区長は、前条に定める区及び区役所の設置目的を達成するため、次に掲げる役割を担います。 

(１) 区における課題を的確に把握し、参加及び協働により、その迅速な解決に努めること。 

(２）区における便利で快適な行政サービスを効率的、効果的かつ総合的に提供するよう努めること。 

(３）区における市民活動を尊重した上で、その活動に対する支援に努めること。 

（必要な組織の整備等） 

第２１条 市長は、区長が前条第２項の役割を的確に果たすことができるよう必要な組織、機能等の整備及

び予算の確保に努めます。 

（区民会議） 

第２２条 それぞれの区に、区民（その区の区域内に住所を有する人、その区の区域内で働き、若しくは

学ぶ人又はその区の区域内において事業活動その他の活動を行う人若しくは団体をいいます。）によって

構成される会議（以下「区民会議」といいます。）を設け、参加及び協働による区における課題の解決を

目的として調査審議します。 

２ 区長及び市長等は、区民会議の調査審議の結果を尊重し、その内容を区における暮らしやすい地域社

会の形成及び市政に反映するよう努めます。 

第３章 自治運営の基本原則に基づく制度等 
第１節 情報共有による自治運営 

（情報提供） 

第２３条 市は、市民生活に必要な情報について、市民に積極的に提供します。 

２ 情報の提供は、分かりやすく、かつ、適時に行います。 

（情報公開） 

第２４条 市民は、市政に関する情報について、市にその開示を求めることができます。 

２ 市は、前項の請求に対しては、正当な理由がない限り、これに誠実に応じます。 

（個人情報保護） 

第２５条 市は、その保有する個人情報について、適切な保護を図ります。 

２ 市民は、自己の個人情報について、市にその開示、訂正及び利用の停止等を求めることができます。 

３ 市は、前項の請求に対しては、正当な理由がない限り、これに誠実に応じます。 

（会議公開） 

第２６条 市長等に置かれる審議会、審査会等（以下「審議会等」といいます。）の会議は、正当な理由が

ない限り、公開します。 

（情報共有の手法等の整備） 

第２７条 市は、市民との情報の共有化の積極的かつ効果的な推進並びに参加及び協働による自治運営に

資するため、第２３条から前条までに定めるもののほか、市民との情報の共有に係る手法等の整備を図

ります。 

第２節 参加及び協働による自治運営 

（多様な参加の機会の整備等） 

第２８条 市は、事案の内容、性質等に応じて次条から第３１条までに定めるもののほか、多様な参加の

機会を整備し、その体系化を図ります。 

（審議会等の市民委員の公募） 

第２９条 審議会等の委員には、市民のうちから公募により選任された委員が含まれることを原則としま

す。 

 

（パブリックコメント手続） 

第３０条 市長等は、市民生活に重要な事案の策定に当たっては、市民から当該事案に係る意見を募る手

続（以下「パブリックコメント手続」といいます。）を行います。 

２ 市長等は、パブリックコメント手続により提出された市民の意見を十分考慮して意思決定を行うとと

もに、その意見に対する考え方を取りまとめて公表します。 

（住民投票制度） 

第３１条 市は、住民（本市の区域内に住所を有する人（法人を除きます。）をいいます。以下同じ。）、議

会又は市長の発議に基づき、市政に係る重要事項について、直接、住民の意思を確認するため、住民投

票を実施することができます。 

２ 議会及び市長は、住民投票の結果を尊重します。 
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（協働推進の施策整備等） 

第３２条 市は、市民との協働による公共的な課題の解決のため、協働を推進する施策を整備し、その体

系化を図ります。 

第３節 自治運営の制度等の在り方についての調査審議 

第３３条 市における自治の拡充推進を図り、暮らしやすい地域社会の実現に寄与するため、市民及び学

識経験を有する者を委員とする審議会等を設けて、自治運営の基本原則に基づく制度等の在り方につい

て調査審議します。 

第４章 国や他の自治体との関係 
第３４条 市は、国及び神奈川県と対等な立場で相互に協力し、市政の運営に当たります。 

２ 市は、他の自治体と共通する課題に対しては、積極的な連携を図り、その解決に努めます。 

  附 則 

この条例は、平成１７年４月１日から施行します。 
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川崎市自治推進委員会設置要綱 

 

 
（目的及び設置） 

第 1 条 市民との情報の共有、市民の参加及び市民との協働の原則に基づく制度等の在り方に関して調査審

議することにより、市民自治の確立に寄与することを目的として、川崎市自治推進委員会（以下「委員会」

という。）を設置する。 
（所掌事務） 

第 2 条 委員会は、次に掲げる事項について調査審議する。 
(1) 自治運営における市民との情報の共有、市民の参加及び市民との協働の原則に基づく制度等の実施の

状況に関すること。 
(2) 自治運営における市民との情報の共有、市民の参加及び市民との協働の原則に基づく制度等の課題に

関すること。 
(3) その他自治運営の基本原則に基づく制度等に係る必要な事項に関すること。 
（組織等） 

第 3 条 委員会は、委員 6 人以内をもって組織する。 
2 委員は、市民及び有識者のうちから市長が委嘱する。 
（委員の任期） 

第 4 条 委員の任期は、平成 24 年 3 月 31 日までとする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 
2 委員は、再任されることができる。 
（委員長及び副委員長） 

第 5 条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 
2 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 
3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 
（会議） 

第 6 条 委員会は委員長が招集し、委員長はその会議の議長となる。 
2 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

（関係者の出席） 
第 7 条 委員会は、調査審議のため必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その説明又は意見を

聴くことができる。 
（庶務） 

第 8 条 委員会の庶務は、総合企画局において処理する。 
（委任） 

第 9 条 この要綱に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。 
附 則 

この要綱は、平成 18 年 10 月 30 日から施行する。    
附 則 

この要綱は、平成 20 年 11 月 1 日から施行する。 
   附 則 
この要綱は、平成 22 年 9 月 1 日から施行する。 
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                  各各区区ににおおけけるる市市民民提提案案型型事事業業のの概概要要（（平平成成２２１１年年度度））  

実施区 事業名 募集対象事業 選考事業 

川崎区 いきいきかわ

さき区提案事

業 

 

○地域力・地域のつながり 

○地球環境とエコ 

○地域コミュニティの充実 

○区のイメージアップ 

○地域子育て支援 

２事業 

①音楽を取り入れ地域の活性化

②いきいきかわさき区・ものし

りアドベンチャー コラボ音楽

劇 1/21 万 5000 の物語 

幸区 幸区提案型協

働推進事業 

○身近な地域での健康づくり 

・地域での健康維持・増進の取組を進める 

・健康づくり・介護予防の情報発信を進める 

○身近な地域での子育て支援 

・子どもと安心・安全に遊べる居場所、子育て交流の

場づくりを進める 

・読み聞かせや音楽の親子体験など子どもの豊かな心

をつちかう機会を増やす 

・子育てに関するニーズの把握と子育て情報の発信を

充実させる 

４事業 

①男性シニアの食と健康講座 

②健康維持増進事業（わいわい

体操）  

③おでかけ“ぽかぽか”～お外

でもっとあそぼうよ！出張青空

子育てひろば～ 

④楽しく子育て@ふるいちば 

中原区 中原区市民提

案型事業 

提案する事業が、市と協力して実施することでより高

い効果が期待できる事業で、緊急性・必要性、公益性・

公平性及び実現性が高いこと 

○身近な地域での環境対策  

○地域で取り組む子育て支援  

○地域で取り組む高齢者支援  

○地域の安全に関するもの  

○スポーツ、文化等を活用したまちづくりに関するも

の  

○商店街を核とした地域コミュニティの形成及び活性

化に関するもの  

○その他、地域の課題の解決に資するもの 

２事業 

①多摩川の自然を安全に楽しむ

ための講座事業 

②よりよい地域のコミュニティ

をつくる事業 

高津区 高津区協働事業

提案事業 

区が行える業務の範囲内で、区と協働で行うことによ

り、地域課題の解決につながること 

○地域における環境まちづくり  

○地域の防災に関するもの  

○地域コミュニティの活性化に関するもの  

○子ども・子育て支援に関するもの  

○その他、地域課題の解決に資するもの 

１事業 

①「あったらいいな、こんな遊

び場！」利活用のための公園調

査プロジェクト 

宮前区 地域課題の解

決を図る事業

提案制度 

「区民が発見した地域の課題及びその解決を図る提

案」で原則として宮前区で所管している分野 

高齢者福祉、障害者支援、子育て支援、動物愛護、青

少年の健全育成、スポーツ振興、安全・安心、防災、

市民活動支援、区の魅力発信、身近な環境整備（不法

投棄、放置自転車、落書き等）、地域コミュニティ促進

１事業 

①落書き消し 

多摩区 磨けば光る多

摩事業 

地域の課題を解決するために多摩区内で実施する公益

的な活動で、区民との協働により実施する活動 

４事業 

①妊婦体験・赤ちゃんとのふれ

あい体験定着事業 

②めだかの地域大学 

③使用済みてんぷら油回収によ

る資源循環モデル事業 

④地域内循環型マーケット「た

ま楽市」とリユース食器促進活

動 
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実施区 事業名 募集対象事業 選考事業 

麻生区 麻生区 

地域コミュニ

ティ活動支援

事業 

市民活動団体の地域コミュニティづくりにつながる活

動を支援する事業 

※市民活動支援施設の中間支援機能を強化する観点か

ら、施設を運営する NPO 法人に事業委託して実施 

６事業 

①ほっとコミ！ 

②川崎遍路を尋ね歩く 

③高齢者の生きがい支援 

④ダンボールコンポストで広が

るコミュニティ 

⑤遊ぶチカラは生きるチカラ～

「こども」と「私」を考える連

続講座～ 

⑥シャルメと季節を巡る親子コ

ンサート 

 麻生区 

町内会事業提

案制度 

町内会・自治会の先駆的な活動を支援する事業 なし 

 小地域のつな

がりネット支

援事業 

１ あさお福祉計画を推進するもの 

２ 近隣とのつながりを活性化するもの 

３ 地域福祉に係る団体間の連携を強化するもの 

４ 既存の地域福祉活動を発展、充実するもの 

５ 地域特有の地域福祉課題を解決するもの 

６事業 

①地域活動支援センター拠点の

地域懇談会事業 

②誰でもアンサンブルできる事

業 

③麻生区内障害者福祉施設・事

業所ミニバスツアー 

④人とサロンをつなぐ移送推進

事業 

⑤習って・作って・支え合い事

業 

⑥青少年芸術活動支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 52 - 

              各各局局区区でで実実施施ししてていいるる主主なな事事業業者者等等ととのの連連携携・・協協働働事事業業  （（HH2222..1100 現現在在））  

事業名 事業内容 事業実施所管 

地域ポータルサイト 

 民間事業者が運営する複数の地域ポータルサイトに行政情報を

提供することで、民間情報と行政情報を「地域情報」として一体的

に配信する。 

総務局 

システム企画課 

かわさき自治推進フォ

ーラム 

 自治基本条例の理念の推進、多様な主体による自治の推進等を目

的として開催。企画運営を担う実行委員会を市民活動団体、事業者、

大学及び公募の市民で構成している。 

総合企画局 

自治政策部 

男女平等かわさきフォ

ーラム 

 男女平等に関する情報を広く周知し、普及啓発を図るため、男女

共同参画ネットワークと協働し、フォーラムを開催する。 

市民・こども局 

人権・男女共同参画室

男女共同参画ネットワ

ーク 

 男女共同参画社会を実現するために、市域全体で活動する民間団

体等が協力及び連携し、自主的に男女共同参画を推進することを目

的として、情報交換や事業を実施する。 

市民・こども局 

人権・男女共同参画室

かわさき生活ガイド

「市民便利帳」製作業

務 

 区役所での手続、公共施設紹介などの行政情報、地域の生活情報、

医療機関ガイドなどをまとめたかわさき生活ガイド「市民便利帳」

を製作。 

市民・こども局 

シティセールス・広報

室 

川崎フロンターレ 

連携事業 

 川崎のイメージアップに向けて市民クラブである「川崎フロンタ

ーレ」と連携し、地域の魅力づくりを行い、スポーツを通じて市民

のまちへの愛着と誇り、連帯感を育むため、「川崎フロンターレ」

を活かした催事等を企画、実施する。  

市民・こども局 

市民スポーツ室 

青少年健全育成環境推

進事業 

 市民と行政の連携により、青少年の健やかな成長にふさわしい育

成環境の実現に向け、市民意識の醸成を図ることを目的として、川

崎市青少年の健全な育成環境推進協議会を設置し、広報啓発活動を

実施。 

市民・こども局 

青少年育成課 

ＫＳコミュニティ・ビ

ジネス・アカデミー 

 専修大学との連携による社会人向け大学院専門教育プログラム。

市民自身が街の問題を解決するコミュニティ・ビジネスの担い手と

なる社会起業家を育成。 

経済労働局企画課 

地産地消推進事業 

 地産地消の推進を図るため、JA セレサ川崎や青果卸売会社、消

費者の会などと共同して「かわさき地産地消推進協議会」を運営し、

各種イベントでの農産物直売会、市内産農産物を使用した料理教室

の開催などを通じて、市内産農産物「かわさきそだち」のＰＲを行

う。 

経済労働局 

農業振興課 

地球においしい「エ

コ・クッキング」事業 

 小学校ＰＴＡ向けに料理、片付けにいたるまでの一連の流れを通

して、環境に配慮した食生活の大切さを学び、自らのライフスタイ

ルの見直しを図ることにより生活の中での環境への配慮を行う市

民の育成を図る。 

環境局環境調整課 

かわさき地球温暖化対

策推進協議会事業者部

会 

 川崎市地球温暖化対策地域推進計画を具体的に推進するととも

に、地球温暖化対策推進法に基づいた地球温暖化防止対策への取組

を実施。 

環境局 

地球環境推進室 

かわさきコンパクト推

進事業（ビジネスコン

パクト） 

 市内に本社・事業所を有する企業が世界規模の経営環境変化を自

らの課題として認識し社会からの要請を踏まえた主体的な活動を

展開していくことを促す取組を実施。 

環境局 

地球環境推進室 

親子で楽しく食育料理

教室 

 小学生とその保護者を対象に食育に関する講話や調理実習等に

よる食育体験を通して食の大切さを学ぶ事業。 

健康福祉局 

健康増進課 

川崎・都市景観フォー

ラムの開催 

 都市景観に対する意識を高める「都市景観の日」の関連行事とし

て、川崎都市景観協議会と共催で、市民の景観に対する意識の向上

を目指す。 

まちづくり局 

景観・まちづくり支援

課 

あんしん賃貸支援事業 
 高齢者・障害者・外国人・子育て世帯を事業の対象とし、入居を

可能とする民間賃貸住宅等の登録制度。 

まちづくり局 

住宅整備課 

川崎市居住支援制度 

 アパートなどの民間賃貸住宅を借りる際に、高齢者等の保証人を

みつけることが困難な方が、協力不動産店での契約の際に、川崎市

の指定する保証会社を利用して、保証会社が一定の限度内で保証を

実施するとともに、川崎市と障害者団体等による入居者の見守り等

支援を実施する。 

まちづくり局 

住宅整備課 
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事業名 事業内容 事業実施所管 

二ヶ領用水を活かした

まちづくり推進業務 

平成２３年３月に二ヶ領用水が竣工４００年の節目の年を迎え

ることから、改めてこれまでの二ヶ領用水と川崎市とのかかわりを

検証し、併せてその価値を後世につなげていくための調査・研究を

行うとともに、二ヶ領用水を軸とした市民活動の連携を深めるこ

と、流域におけるまちづくりの進展を目指す。 

建設緑政局企画課 

市民 10０万本植樹事

業 

 都市景観の向上や地球温暖化対策と市民一人ひとりの緑化意識

の高揚を図るため、２０２４年の市制１００周年までに市民・事業

者とのパートナーシップにより１００万本の植樹を目指す。 

建設緑政局緑政課 

企業市民交流事業 

生活市民と企業市民（川崎区内の企業の経営者とその従業員）と

の交流の場づくりと情報発信、両者による協働のまちづくりを進

め、地域の課題解決に向けた取組を進める。 

川崎区役所 

地域振興課 

さいわいテクノ塾事業 
 区内の小学生を対象とした工作実験教室。東芝科学館の館内ツア

ー実施。 

幸区役所 

地域振興課 

科学とあそぶ幸せな一

日事業 

 主として小学生を対象とした内容の科学実験・工作講座・各種展

示やスタンプラリーなどを開催。 

幸区役所 

地域振興課 

中原区ＳＴＯＰヒート

アイランド事業 

 緑のカーテン事業、打ち水、エコカフェ＆環境“楽習会”などを

通じて、区内における地球温暖化防止に向けた取組を多様な主体と

協働で実施。 

中原区役所 

企画課 

働いている妊婦への支

援事業 

 働き続ける予定の妊婦とそのパートナー50 組を対象に「ワーキ

ングマザーのための妊娠・ 出産・子育て講座」を年 4 回、土曜日

に開催。 

中原区役所 

保健福祉サービス課 

「エコシティたかつ」

推進事業 

 高津区で顕在化している自然・社会・生活環境に関する諸課題に

対し、地域の多様な主体が協力して、総合的かつ多面的に取り組む

ための計画「エコシティたかつ」推進方針に基づいた各プロジェク

トの実施。 

高津区役所 

企画課 

高津区音楽のまち推進

事業 

 音楽を通して区民にゆとりと安らぎの提供、地域の音楽文化の振

興を目的とした様々なコンサートの開催。洗足学園や糀ホールなど

との連携による音楽のまち・かわさき高津フェスタの開催。 

高津区役所 

地域振興課 

呼び出し番号表示シス

テム導入事業 

 窓口サービスの向上と来庁者への情報提供の充実を目的とし、区

民課窓口に呼び出し番号表示システムを導入。 

宮前区役所 

企画課 

宮前区地域ポータルサ

イト 

 官民協働のポータルサイトを運営し、行政情報と地域情報を一体

的に発信。 

宮前区役所 

企画課 

多摩区・３大学連携事

業 

 地域の課題解決に向けて、大学及び区役所からの提案や地域から

の要望をもとに、多摩区・３大学連携協議会で協議したうえで、事

業化を図り、モデル事業を行う。 

多摩区役所 

企画課 

多摩区子育て支援パス

ポート事業 

 多摩区商店街連合会との協働により、割引などの特典が受けられ

る「子育て支援パスポート」を発行し、子育て家庭の経済的負担の

軽減を図る。また、親子と商店街の人とのコミュニケーションを広

め、地域の子育て支援体制の充実を図る。 

多摩区役所 

こども支援室 

麻生区・４大学 公学

協働ネットワーク 

 音楽・芸術・福祉・環境・教育などの分野において、麻生区内及

び隣接する町田市に立地する大学と行政との間に、互いが保有する

知的資源、人材等を有効に利活用できるネットワークを構築するこ

とにより、公学連携して活動を展開し、個性豊かで活力に満ちた地

域社会づくりに貢献する。 

麻生区役所 

企画課 

麻生で“楽農”バスツ

アー事業 

（地域資源を活用した

まちづくり推進事業） 

 麻生区の特色である「農」を活用した魅力あるまちづくりを進め

るため、ＪＡセレサと協働し、区民を対象に畑の見学、区で採れた

食材の試食、直売所をバスで巡るツアーを実施する。 

麻生区役所 

企画課 

川崎市大学等高等教育

機関連携事業（川崎市

生涯学習大学等高等教

育機関連絡会議） 

 市民の生涯学習の支援に向けて大学等高等教育機関が有する教

育・研究機能の活用や連携・協力のあり方を検討するとともに、こ

れらを踏まえた連携事業を幅広く実施する。 

教育委員会 

生涯学習推進課 

読書のまち・かわさき 

「川崎フロンターレと

本を読もう！」 

 読書の素晴らしさ・大切さを伝えるため、地元Ｊリーグチーム「川

崎フロンターレ」との協働により、選手が推薦する図書の紹介冊子

やしおりの作成・配布、選手によるおはなし会等のイベントを実施

する。 

教育委員会 

生涯学習推進課 



- 54 - 

                                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 事業内容 事業実施所管 

川崎市立図書館と明治

大学図書館の相互協力 

 「川崎市立図書館と明治大学生田図書館の相互協力に関する覚

書」に基づき図書館の相互利用に関する事業を行う。 

教育委員会 

中原図書館 

川崎市教育委員会と和

光大学図書館の相互協

力 

 「川崎市教育委員会及び和光大学の図書館の相互協力に関する協

定書」に基づき図書館の相互利用に関する事業を行うとともに、平

成 22 年度から資料の相互貸借の協定を結び連携事業を幅広く実

施する。 

教育委員会 

中原図書館 

川崎市立多摩図書館と

専修大学図書館の相互

協力 

 「川崎市立多摩図書館と専修大学図書館の相互協力に関する覚

書」に基づき図書館の相互利用に関する事業を行う。 

教育委員会 

多摩図書館 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

川崎市自治推進委員会の提言に基づく 

市民自治の推進に向けた第 2 次推進プラン 
～自治基本条例に基づく市民本位のまちづくり～ 
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